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◆法と経済学会・第１３回全国大会 講演報告◆ 
 
□特別講演『成長戦略の法と経済学』 

【清水】： 特別講演はイェール大学名誉教授並

びに内閣官房参与の浜田宏一先生にお願いした

いと思います。 

浜田先生に関しては、皆さま、ご承知かと思い

ますので、私からはあまりご紹介することもない

かと思いますけれども、日本において法と経済学

をつくられた方の一人であり、かつ、本学会の初

代会長でもあられます。先生は、東京大学法学部

及び経済学部をご卒業になられ、その後は東京大

学の経済学の大学院に行かれまして、1965 年、

イェール大学の大学院で、ジェームズ・トービン

の下で Ph.D.を取得されました。その後、東京大

学経済学部助手、助教授、そして教授になられた

後、イェール大学に転じられ、イェール大学教授

として、長年、教壇に立たれておられます。その

間、内閣府経済社会総合研究所長を務められまし

て、また最近では内閣官房参与ということで、ア

ベノミクスの理論的支柱であられたことは、皆さ

まもよくご承知かと思います。 

本日は「成長戦略の法と経済学」というタイト

ルの下で、先生ご自身の法と経済学に関する研究

のご発展、そして成長戦略についてお話しいただ

けるというふうに聞いております。ただ、時間の

関係で、成長戦略の細かい内容に関しては、この

後の質疑の中でお話をしたいというご意向を伺

っておりますので、まず、先生のご講演の後、Ｑ

＆Ａという形で進めさせていただければと思っ

ております。先生、よろしくお願いいたします。 

 

【浜田】： どうもありがとう。1～2 年、仕事が

忙しくなって、ご無沙汰していて、戻ってまいり

ました。清水先生や太田勝造先生、親しい方々の

お顔を拝見することができ大変うれしく思って

おります。 

最近、『事故の費用(The Costs of Accidents)』

という本を書かれたグイド・カラブレイジ先生が、

一時手術された、というニュースを聞きました。

それで、ぜひ、お目にかかりたいと申し上げて、

ランチをご一緒しましたところ、とてもお元気だ

ったのですが、その際に日本の法と経済学の研究

者に何かメッセージをくださいと、非常にインフ

ォーマルにお願いしたら、お配りましたような手

紙を持ってきてくださいました。「日本の法と経

済学の方々によろしく言ってほしい」と言ってお

られました。 

僕も、平井宜雄先生が亡くなられたのをちゃん

と存じ上げていませんで、カラブレイジ先生から

伺いしました。平井先生には、今日私が多少お話

しする私の学問の生い立ち記に近い内容の本を

お送りいただいていたのに、コメントを申し上げ

る機会がなく亡くなれてしまったのは非常に残

念です。 

もう十数年前にやはりカラブレイジ先生にお

招きいただいて、話しをしていたら、平井宜雄さ

んと森嶋昭夫さんについて、非常に懐かしい、ま

た藤倉（晧一郎）さんも懐かしいと言っておられ

ました。また、そういう意味でも、日本で私の学

問を続けてくれているのは大変うれしいと言っ

『成長戦略の法と経済学』      
                       日時：2015年7月5日（日）15:25-16:10 

場所：東京大学本郷キャンパス  

（法学政治学系総合教育棟101教室）  

                浜田 宏一（内閣参与・イェール大学名誉教授） 

司会 清水 剛（東京大学） 
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ておられたように思います。 

 ロナルド・コースという人は、コースの定理

で非常に有名で、しかもイギリスから渡ってきた

学者です。彼の『The Problem of Social Cost』

という社会的費用の研究において有名になった

のがコースの定理です。ヒツジがフェンスを越え

て隣の土地に迷惑をかけたときに、その迷惑の分

をどちらが払うのがいいのか、というときに、コ

ースの定理の言い方では、被害を与えた人は普通

に考えるがそうする必要はかならずしもないと

いうのがユニークな発想です。カラブレイジは、

どちらかというと、社会全体として、あるいは外

部性から生じるようなコストをどう少なくして

いくか、なくしていくかということを考え、

cheapest cost avoider (最安価損害回避者) と

いうか、最も安価にコストを防げる人が負担すべ

きだと主張しました。手紙にはそうは書いてあり

ませんけれども、もしかするとカラブレイジもコ

ースと同じことをやっていたので、一緒にノーベ

ル賞をもらっていたかもしれないということが、

暗に秘められているのかもしれません。 

さて、まず私がどうして法と経済学を始めたか

をお話ししておきます。僕は、もともと東大の法

学部の学生で、33 番（教室）とか、25 番（教室）

とか、大きな部屋で、言ってはいけないかもしれ

ませんが、講義を我慢して、長い間、静かにして

聞いていた時期があるわけです。その当時、この

教室（法科大学院棟 101 教室）はなかったと思い

ますが。ところが、そういう法学教育のあり方が、

僕にはあまり合っていなかったのですね。そこで、

経済学をやって、自分の思っていた論理とか、学

問が追究しているものと比較的似ていましたの

でうれしく感じたのです。結局、ドクター論文を

書き終えてからすぐに東大に戻り、助手になった

り、助教授になったりしました。（アメリカ留学

の際にもらっていた）フルブライト基金が「ご恩

返しをするために、日本にちゃんと勤めろ」と言

っていたのです。ところが、そのころ、東大で紛

争が起こったりもして、私の履歴書の中に 5 年ぐ

らい全く論文が書けていない時期があるわけで

す。 

それから解放されて、ボストンというかケンブ

リッジにある MIT（マサチューセッツ工科大学）

に留学しました。そのころは MIT の黄金時代だっ

たと思いますけれども、（ポール・）サミュエル

ソン、（ロバート・）ソロー、（フランコ・）モデ

ィリアーニという人たちがいた。（博士号を取得

した）イェール大学は紳士の学校でしたが、MIT

では「おまえ、こんなこと分からないなんて、な

んてばかなんだ」と、しょっちゅう言われていた

こともあります。そのときに、兄貴分として教わ

った人の一人がピーター・ダイアモンドという先

生で、彼の一番有名なのは、おそらくサミュエル

ソンの世代交代のモデルです。子ども世代と大人

世代とが交互に生れてくる、そういう成長モデル

（Overlapping Generations Model, OLG）を、サ

ミュエルソンが言いだしたのですが、きちんと成

長モデルに組み込んだ。大変頭のいい先生です。

そういう人から数理経済学も学びましたけれど

も、あるとき、この本を見たことある。『The Cost 

of Accidents』の本を彼が持ってきまして「とて

も面白い」。それだけではなくて「セミナーとい

うか、読書会みたいなのも一つやってあげよう」

ということで、丹念に読まされました。僕は、大

体、本はあまり丁寧に読まない方ですが、今見る

とぼろぼろになるまで読んでいるという意味で、

大変懐かしい本です。今回、カラブレイジさんに

サインしてもらいました。 

ダイアモンドに習ったというのも変なのです

けれども、彼に習ったことは、例えば事故が起こ

ったときに損害をどう分けるのかというのが民

法の考え方ですので、そういうふうに聞いたら、

「いや、それは経済学では考えないのだ。起こる

前に、人々のインセンティブがどういうふうに影

響を受けて、社会全体のコストを下げるようなシ

ステムがつくられればいいのか、が問題で、いっ

たん事故が起こってしまったら、それをどう分け

るか、ということは少なくとも経済分析から言え

ば興味がない」と言われました。そんなことは当

たり前ですけれども、言われてみないときには分
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からなかったということです。 

数理経済学の先生に、僕は法と経済学の一番初

めの入門を教えてもらいました。あんなに苦労し

て法律学を勉強したのだから少しは元を取らな

いと合わないと思って、この分野も日本で何がで

きるかをやり出したということです。 

私がアメリカから帰って、そういう議論を始め

ましたとき、加藤（一郎）先生に「そんな大規模

なことをやらなくてもいいけれども、法と経済学

でなければできないことを、一つでも二つでもい

いから、大太刀ではなくて、小太刀のさえを見せ

てくれ」と言われました。僕は（東大法学部で）

概念法学に慣れていましたけど、加藤先生の経済

学部向けの講義を聞くと「常識的にこの辺でいい

でしょう」と、しょっちゅう言われる。法律の先

生がそんなことを言うのは、なんかありがたみが

ないなという感じがしていたのですけれども、そ

ういう先生が、法律学で大事な決定はこういうふ

うな要因で決める、ことがお分かりになっていた

ような感じがしました。 

法学部では民法を川島武宣先生にも随分習っ

たのです。「法律セミナーだか経済セミナーで川

島先生との対談をやってあげる」と話がありまし

た。平井先生に話したら、川島先生との対談は「一

声千両」ということになっているのだそうです。

川島先生の方が全部しゃべられるから、私（浜田）

の方は一声で大丈夫だということです。また、稲

田獻一先生は、数理経済学の大先生ですけれども、

科研費のようなものを取ってきていただいて、箱

根の、今の大涌谷のあたりの公務員保養施設で、

平井先生、その他、稲田先生等々と議論させてい

ただきました。大変懐かしく思います。 

それより前ではないかと思いますが、一番初め

に法学部の先生とちゃんと議論したのは太田勝

造先生です。名著『裁判における証明論の基礎－

事実認定と証明責任のベイズ論的再構成』を書か

れている頃だと思います。新堂（幸司）先生のご

紹介で、太田先生が先生になるかならないかのと

きに、法学部の中では私のアプローチに、

sympathetic な先生だということで、今日、お目

にかかれるのをとてもうれしく思います。それか

ら、清水さん（司会）ともイェールも含めていろ

いろお会いし、青木（玲子）先生ともいろいろ議

論していただいておりますので、今日は大変アッ

トホームな感じがしております。 

戻りまして、法学部時代の話をします。そのこ

ろ、成田博兄弟が僕をセミナーに呼んでくれまし

た。その頃は東北大だったのですけれども、今、

民法の分かりやすい本を書いておられます。成田

さんから手紙が来て「東北大の法学部に来て話を

しないか」と。法学部に呼ばれることははじめて

で、喜んで行ったわけです。廣中（俊雄）先生と

いう、やはり社会学的アプローチに興味にある先

生がおられて、それも初期の大変いい思い出とし

て残っております。経済学者の弟さん（成田淳司

・青山学院大学教授）にもお世話になっているわ

けです。 

米倉明先生によると、大学の時に、1 時間半、

黙って聞いていられるか、1 時間 15 分で駄目に

なるか、そういうところが知的能力のトレーニン

グとしては一番いいのだそうで、そういう随筆を

成田博さんが送ってくれました。本当に、私と

180 度違ったことを考える人がいるなあと思いま

した。アメリカの教育だったら、すぐに「このケ

ースはどうで」とかって、あまり勉強していない

学生もどんどんしゃべり出す。そうすると本筋が

分からなくなると米倉先生は書くのだけれども、

アメリカの方では、そういうところで、お互いに

議論していると新しいアイデアが生まれてくる

と考える。日本のは創造性を殺す教育です。ここ

に教育の仕方の違いがあるように思います。 

本日も、後で時間をなるべく残すようにします

が、そこで皆さんからの質問が出ないと、このオ

ーディエンスはあまり intellectual でないと私

は判断します。日本は「質問」です、私の方が偉

いので質問するのです。アメリカは、そうじゃな

いですよね。人が何か言えば、こっちは別のこと

を言ってそれを議論する。そういう意味で、質問

よりも、反論というか、それの討論を皆さんから

伺いたい。それで、弁証法で物事が進むわけです。
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弁証法は、川島武宣先生に習ったと言っていいの

でしょうけれども。大塚（久雄）先生とか、その

あたりの先生は、ウエーバーを非常によく読んで

おられた。ウエーバーによると法律学がお役人の

学問としては一番いい。多種多様な情報をそれに

埋没しないで、自分なりに整理して、議論できる。

だから、いろいろな情報が、どんどん入ってくる

ようなところに耐えていくには、法学教育が一番

いいのだと。お役人に一番重要な教育が法学教育

だとウエーバーが言っているのはそういうわけ

です。 

川島先生からは、社会科学においては類推とい

うのが創造性の一番大事なところになるという

ことも学びました。人間の頭というのは、そんな

に独創的なことを考えるわけにはいかない。だか

ら、ほかで何をやっているのかを見て考えること

によって、一つの法律分野、あるいは一つの学問

の discipline で普通に考えることと他の

discipline においてと違ったことをどうして考

えるかだろうか、というようなことを議論する、

（比較の）対象として考えるのだという考え方は、

僕には随分役に立ったと思います。経済学でも、

例えば多少私が引用されているような論文とい

うのは大体、この問題を深く掘り下げてというよ

りは、ほかでやっていることを考えてみたらどん

なことになるのかを考えた論文です。そういう意

味では、法と経済学は、法律学にとっても、経済

学にとっても、非常にいい刺激になるのだろうと

思います。 

法学部の思い出をもう少し話し始める前に、カ

ラブレイジ先生が、今回、何を言われたかを言っ

ておきます。彼は、Economic analysis of law、

法の経済分析という言葉があり、例えば（リチャ

ード・）ポズナーの本なんかはそう書いてありま

す。それと、law and economics、法と経済学と

いうのは違うのだということが分かった、と言っ

ていました。どういうふうに違うかというと、法

の経済分析というと、経済分析をやることによっ

て、法律でいろいろ解けなかった問題、あるいは

利害対立、利益衡量のような問題が、シカゴ風の

price theory で大体解決できるということにな

る。考えてみれば、経済学が法学の領域に越境し

て、そこをある程度、dominate するというのが

法の経済分析である。（法の経済分析において）

何が基本的かといったら、それは効率性である。

例えば、アベノミクスの問題についても、そうい

うふうに（効率性を追求しすぎると）批判されて

おります。効率性を良くするには円安にして輸出

を伸ばして株価を上げてということになるわけ

ですが、しかし、それで株価を上げたことの利益

を得られない人はどうすればよいのかという話

になる。そこまで言うと飛びすぎます。ともかく、

そこでは efficiency である。株式の評価なんか

でも、みんな efficiency hypothesis (効率的

市場仮説)というのがシカゴ的な考え方です。そ

れには、かなりの場合、自由競争とプライスメカ

ニズムがよく働くのだと、いう考え方です。 

カラブレイジ先生が言いますには、しかし、law 

and economics と言うと、law と経済とが平等の

立場にあって、両方を照らし合わせているんだと。 

僕が『事故の費用』を見て一番不思議だったの

は、正義というのは lexicographical な、辞書的

な、選好順序（第一原理が第二原理に優先し、第

二原理が第三原理に優先するというような順序）

で妥協はないんだと。正義に反するようなものは、

いかに能率が良くても、それは社会、あるいは

legal system に入れられないということが書い

てあるんです。でも、何が正義かというのは、こ

こに書くわけにはいかない。ちゃんとした法律家

なら、ちゃんと分かるはずだと書いてあるんです。

僕は経済学をやっていたから、そういうのは、す

ごい法律家、独善的でという意味で、一つだけ分

からなかったわけです。彼が、今回言っておられ

たのは、今、新しい本を書いていて、それには、

ある人からある人に、コースの定理でも何でもい

いですが、能率を良くして、パイを大きくする。

方策は、非常にいいことである。パイが大きくな

るから、シカゴではそこで議論をやめるわけです。

しかし、そのときに、ＡからＢへ巨額な移転が行

われていたとすると、それを見ていたＣという第
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三者が「けしからん」と思うこともある。だから、

あることが能率にいいことであっても、そこで行

われるいろんな法律の結果が、絶対、世の中がこ

うあってほしくない形で人の癇に障ることはし

ょっちゅうあるというのである。 

そうなると、正義は法律家にしか分からないと

書かれるよりも、そう書いてもらえば部外者にも

分かりやすい。それが、もしかすると今のアベノ

ミクスには欠けているのかもしれません。確かに、

株価と輸出産業（の成果）は少しずつ落ち着いて

きているし、労働市場を見るとアベノミクスを始

めてから 100 万人ぐらい雇用者が増えているわ

けですよね。100 万人というと大したことないよ

うに思われるかもしれないけれども、東京ドーム

の 20 倍ぐらいですから、すごい人たちが働いて

いるわけです。賃金は、上がってはいないですけ

れども。そういうときに、僕らは、trickle down

という言葉を使うべきかどうかは分かりません

が、株価が盛んになれば、その結果が（いろいろ

なところに）下りてくるだろうと、それを待って

いればいいなと思っていたわけです。しかし、待

っていたからといって所得が下層の人の所得が

増えてくるかというと、そうではないかというの

が、だんだん分かってきているのだろうと思いま

す。 

そういう意味では、（アベノミクスの）第四の

矢というと、財務省の人が第四の矢は財政再建だ

と言い出すので困るのですが、消費税を上げて一

番困っているのは最下層の五分位（所得の最も低

い 20%）の人たちの生活で、そういう人を救うよ

うな戻し税とか何かを考えないといけない。ヨー

ロッパで、あんなに消費税が高くてももっていけ

るのは、そういう配慮と、食料品を消費税の対象

から除外する、あるいは軽減税率をかけることが

かなり効いているのだと思います。 

脱線しましたけれども、カラブレイジの言う第

三者の効用あるいは見方も非常に重要な側面で

あるかと思います。そういう意味で、法と経済分

析が金持ちのために役に立つようなことばかり

advocate（提言）することにたいして、カラブレ

イジによれば、彼はそこを歯止めにしたいという

ことだと思います。 

さて、今日僕は出口の方向を間違えて、東大前

から逆の方を、巣鴨の方向に歩き出して、慌てて

帰ってきたのですが、昔西片町には田中二郎先生

が住んでおられて、法律的に見ると非常に整理さ

れて、立派な講義をしてくださったわけです。川

島先生というのは、また違って歌舞伎の話とか、

いろいろな話、あるいは社会科学はどうあるべき

かということを教えてくださったので、非常に得

がたい 2 年間でした。僕は、１部から４部まで川

島民法を学びました。日本社会の家族的構成とか、

家族法なんかもそれなりに面白かったです。ただ、

私は相対的に記憶が苦手な方だということもあ

りますが、興味を持たずには、どうしてこんなこ

とをやらなければいけないのだろうかと疑問を

持ってしまう方だから、なかなか法律学の優等生

とはなれなかった。ただ、僕も、1 年か 1 年半し

たら経済に変わろうと決めたのですけれども、経

済学に変わったから学問がうまくいくとか、成績

が良くなるとか思えませんでしたから、後まで残

る資格を取るためには司法試験を受けておいた

方がいいという保険の意味でいたのですが、そう

したら怒る人がいるのですよね。「みんな法曹に

なろうとして真剣になっているのに、おまえは自

分の満足のために受けて迷惑を掛けている」と。

上川陽子法務大臣には、ちょっと申し上げました

が、司法試験の準備も勉強になる面もあるわけで

す。 

例えば、そのころの『新法律学事典』（有斐閣）。

今は、新でもなくて、ものすごく古いですが、あ

れなんかを見ますと、かなり短くて、半ページの

パラグラフで大体一つの法律的概念を、大事なこ

とが抜けないように書いてある。これはいい文章、

訓練になりました。例えば公信の原則というよう

なことを、どういうふうに文章を書いたらいいか。

だから、ありがたいことに、文章を書くのは法学

部にほとんど教わった。文章を書くのが怖くなく

なった、その前は作文を書くのも嫌いだったとい

うことがあります。 
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それから、今、安倍先生（安倍晋三総理大臣）

の参与をやっているのでも、大体が人を説得する

技術、正当化する技術が結構重要で、役に立つも

のですから、今は経済学の知見も使うこともある

が、むしろ職業としては法学部のお世話になって

いる方が多いのかもしれない。何かをやってもら

うときには、何を言って、どういうふうに持って

いけばいいのだろうかと考えることを学んだと

思います。 

勉強するのはつらかったです。別に司法試験だ

からではなく、法学部で勉強しているのがつらか

ったからやめたわけです。周りには僕より数倍で

きる学生がいたりした。しかも、そういう人は「僕

よりも記憶力がいい」ことも事実ですが、物事が

頭の中できちっと整理されている。それでがっか

りしたわけではありません。今でも、会うと「集

団的自衛権は？」と言ったら、法学部の講義がさ

ーっと出てくるような友人です。これは法律学者

の中に入ったら大変なことになると。学者にはな

りたかったので経済に移ったのです。そういうこ

とです。 

今でもひやひやするのは、刑法に平場安治（京

都大学教授）という先生がいまして、口述試験で

「訴状に名前を書き忘れたら、サインを忘れたら

どうしますか」と。訴状というのは一番大事なも

のと聞いているから、それは受け付けないでと僕

が形式論をやったら、先生がそれに対して僕を挑

発するのではなくて「まあ、そうは言っても」と

いって収めてくださった。それで、僕も落ちない

で済んだのかもしれません。 

そういうことで、どちらかと言えば僕は輸入学

問が嫌いなのだけれども、法と経済学の場合は向

こうでやっているから、カラブレイジがやってい

ることを日本に当てはめたらどうなるかという

ことでやっていました。その間、いろいろな方が、

自分なりに、しきりにいろいろとやってください

ました。宇佐美（誠）先生は、公正とか全体の枠

組みに対してのご研究でした。岩田規久男日銀副

総裁は、名古屋新幹線の訴訟について、こんなに

公益があるのだから、公共の利益があるからほか

の人は我慢しろ、という利益衡量説が主流だった

のに対し、非常に明快に、そんなに儲かり、役に

立っているのだったら、被害者には余計に補償し

たほうがいいんだという論理を展開して、騒音訴

訟などの問題について具体的に経済学からうま

く影響を与えてきたと思います。もちろん岩田さ

んは、マネーの方の研究も重要です。 

マーク・ラムザイヤーさんという人は口が悪い

人で、日本は法と経済学に関する限り、no man

’s land だということを書かれるのですね。私

も怒ったことがある。ラムザイヤーさんのころに

入ってきたのは情報の非対称性です。つまり、私

の思っていることと誰かが思っていることは違

うのだというもので、今までのような、みんなが

同じ確率で想像しているという経済学からはす

ごく進歩したのですけれども、それをうまく使っ

て日本社会の分析をやられた人です。私の口も悪

いので、平井先生には「浜田君があんなに怒った

のを見たことがない」と言われたことがあります。

人生というのは面白いですね。この間、ハーバー

ドに行ったら、経済学部の人よりもラムザイヤー

さんが僕を一番歓迎してくれ、何度も食事を一緒

にしてくれました。今までの需要曲線と供給曲線

だけではないことを、彼はいろいろ利用していま

す。 

経済学というのは、金銭の価値に関するものだ

と考えるのが一つですけれども、もう一つの考え

方はインセンティブをどう育てていくかという

ことです。インセンティブにどうやって働きかけ

るかということは、何でも法と経済学の分野にな

る。今ある社会問題は、すべて法と経済学の問題

だと言ってもいいわけです。第三の矢で言われて

いるのは TPP、雇用、それから原子力発電のコス

ト、法人税といったもので、それから租税特別措

置が付いていて、条件付きでいろいろなことが起

こっている。あらゆるものは経済のことを考えな

いでやったら駄目なので、司法試験科目にするの

が良いのかどうかは別としても、「法と経済学」

は日本の法律家が何もためにならないというの

は全くうそだと思います。 
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恐れていたように、西片町などを歩いていた思

い出話に時間を使ってしまったので、今の女性労

働力、あるいはそれの税制の影響とか、そういう

話は、個別の質問と何をお聞きになっても答えま

す。ただ、カラブレイジとの関係で言うと、第四

の矢というのは必要なのかもしれない。第三の矢

でいろいろ能率を良くしても、社会の中でしわ寄

せになっている人がしばしば出てくる。そういう

人を救うというバリューがどうしても必要にな

ってきて、ただ能率の問題だけやっているのでは

駄目なのではないか、ということが一つです。 

コースの理論というのは非常に面白くて、言っ

てしまえば泥棒に追い銭ということで、泥棒がや

ってきていろいろ盗みに来たとしたら「もう少し

お金をあげるから、引き取ってください」という

こと（でも効率性は達成できるという見方）なん

ですよね。だから、そういうようなことで、どう

しても第三者が許せないようなことが起こる。そ

れを efficiency だから仕方がないと見るか、カ

ラブレイジのようにそこで（第三者に対する）誠

意で歯止めをかけるべきと見るかで、ちょっと違

ってくるだろうと思います。 

ただ、最近、炭素税のことをやっていまして、

煙をつくって汚染するのは、みんな中国なわけで

す。日本の方から風が行かないから、仕返しする

わけにはいかない。これもけしからんと言えば一

つの価値判断ですけれども、こういう例はコース

の理論なんかを比較的うまく使えますよね。向こ

うがつくっているのだったら、日本人がチームを

持っていって、技術を与えてきれいにしてもらえ

ば、日本も良くなるし、向こうも良くなる。コー

スの定理をあまり非人道的でなく使うことも、国

際場裡なんかではあることは、みんなに理解して

もらいたいと思います。 

準備しても、準備しなくても、どちらかという

とランダムになるのが私のスピーチですので、お

聞きにくいところもあったかもしれませんけれ

ども、一応、ここで質問に移りたいと思います。 

 

 

【清水】： 浜田先生、どうもありがとうござい

ました。昔の話も結構楽しく聞かせていただきま

した。カラブレイジ先生の話は、私にも非常に印

象的なお話でした。ただ、皆さんの中で期待して

いらっしゃる方が結構いらっしゃるかもしれな

いアベノミクスの話とか、幾つか質問される先生

方もいらっしゃるかと思います。質問がある方は

ぜひ挙手をお願いしたいと思います。先生に質問

されるときには、ご所属とお名前をお願いいたし

ます。 

【マツザワ】： 慶應義塾大学大学院の院生であ

ります、マツザワショウヘイと申します。本日は、

貴重なお話、ありがとうございました。先ほどの、

法と経済学の原理の関係について、ちょっとお話

をお伺いしたいのです。経済の基本原理は法律で

ある。法律の基本原理は正義であるというふうな

お話だったと思います。第三の矢まででは、

efficiency に目線が傾いていて、正義というも

のをちゃんと担保しなければいけないというお

話なのかなと思いました。この法律的な政策を行

う中で、両者を同時に実現するという方向なのか、

むしろ正義というものはまた別で、補完する形で

実現しなければならないことなのかを、ぜひお話

しいただけますか。 

【浜田】： 難しいですね。いろいろあると思い

ます。『The Cost of Accidents』では、このよう

な書き方です。今私が述べた、第三者がそのこと

を嫌いなときにどうしましょうというのは、むし

ろ政治的にそれをどう Negotiate していくかと

いう問題です。彼が、今、本を書いているので、

まだ原稿を見せてもらってないので分からない

のですが、そうだと思います。 

ですから、アベノミクスは、ほかの政治家に比

べればとびきりいい成果を上げているわけです

けれども、一方で、例えば、若年労働者とか、貧

乏な労働者、それだけではなくて、年金生活者で

も貧乏な年金生活者というのは、今、大変らしい

ですよね、そういう人のことを考えていかなけれ

ばいけない。これは、日本銀行の副総裁になった

岩田規久男さんが、この間会ったら、強調してい
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ました。ですから、そこのところの第四の矢と言

うかどうかは別としても、第一、第二で需要を付

けて、それはうまくいったけれども、インフレに

近くなったところまで需要を付けてしまうと、今

度は供給側の第三の矢で能率を良くしなくては

いけない。そういう状況なのですけれども、能率

を良くしたとしても、社会に取り残される人は生

まれてくる。だから、それを直接防御するような

食料品の戻し税とか、いろいろありますよね。ヨ

ーロッパでも、かなり高いですけれども、20％以

上の消費税があっても、そういうことは考えてい

るらしいです。ですけど、そういう同志はだいぶ

増えてきましたけれども、安倍先生をちゃんと説

得するところにはまだ時間がかかると思います

けれども。 

【清水】： よろしいですか。 

【マツザワ】： はい。 

【清水】： それでは、ほかに質問はございます

か。 

【宍戸】： 一橋大学の宍戸です。皆さんは、第

三の矢のところを少し伺いたいということだと

思いますので、そういう意味での質問させていた

だきたいと思います。 

先生の今日のご発表のリストの中に「コーポレ

ートガバナンス」と「法人税」というところがあ

りましたが、コーポレートガバナンス改革がどの

ような形で efficiency に効くのかという。その

道筋として、先生はどんなふうなお考えでいらっ

しゃるのか。つまり、学術の観点から見て、投資

効率性について、コーポレートガバナンスが改善

してどのところが改善する、リスクが下がるとい

うことを考えていらっしゃるのか。それ以上に、

もっと（投資効率性の）分子であるキャッシュフ

ローが増すというところまで、コーポレートガバ

ナンスで効くとお考えなっているのかが一つ。 

それから、法人税というのは、昔から私は日本

経済を発展させた非常に重要な法律だと思うわ

けですが、先生は第三の矢として、特に法人税を、

どういうところが問題で、どこが変えるべきかと

お考えになっているのか、それをお伺いしたいで

す。 

【浜田】： 宍戸先生でないと分かっていれば、

一生懸命、苦労してお答えしますけれども、先生

の方が専門家だから、私が簡単に言えることで、

あとは、むしろ教えていただきたいのですが。私

が知る限り、法人税の現状の一番の問題は、日本

だけではなくてアメリカでも租税特別措置とい

うのがあって、これはいい、これは悪いとか、新

聞は減免とか、いろいろな特別措置がものすごく

政治的なうまみのあることになっているので、お

役人が大好きなわけです。そうであるがゆえに、

ただ数字的に、どれだけ税金が安くなるから能率

が良くなるという以上のメリットが、法人税で租

税特別措置をなくしていくとあり得るのだろう

と思います。それは、非常に大きなことです。 

ただ、僕はびっくりしたのですが、現状、アメ

リカでも 19％しか（19%の企業しか法人税を払っ

ていない？）払っていないのだそうですね。限界

税率で 35％くらいまでいくわけですけれども。

ですから、日本と同じらしいです。というか、ヨ

ーロッパの方は法人税が低くて、アジアも低くて、

どうしてアメリカは高いのだろうといったら、ア

メリカ人の学者が、にやっと笑って、少し考えて

「いや、みんな払っていないからなんだ」と言い

ました。だから、その辺の経済学による分析と、

それから、プラス、政治経済学の問題が重要だし、

それに対してコーポレートガバナンスがどう反

応するかもちゃんと考えなければいけない。 

僕はリフレ派の人には、ケインズ的な乗数過程

で消費税を低くしないと駄目だというようなこ

とばかり考えているけれども、短期購入的に見て、

もうちょっと供給側も考えなければいけないと

いうことを言います。そうすると、反アベノミク

スの人が喜んで「浜田さんも、今ごろ分かったの

か」とか言い出すのですけれども、そういう意味

ではなくて、需要をちゃんと付けていかなければ、

供給改革は小泉改革と同じように駄目になると

考えています。 

ですけど、ガバナンスの問題は専門の、むしろ

宍戸先生にもよく考えていただきたいという感
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じもいたします。 

【清水】： よろしいですか。それでは、ほかに

質問がある方は挙手をお願いしたいのですけれ

ども。 

【徳本】： 筑波大学の徳本と申します。浜田先

生には入学当時以来、大変お世話になっておりま

して、本日も先生のご講演をお伺いすることがで

きまして、大変うれしく思いました。カラブレイ

ジ先生の近況につきましてもお話しいただきま

して、大変ありがとうございました。 

私から質問させていただければと思いますの

は、先生のレジュメの中に、アベノミクスとの関

係でタックス・ヘイブンについて触れておられま

したけれども、いわゆる国家戦略特区がアベノミ

クスの中でも中心的な政策として打ち出されて

いると思います。この特区につきましては、これ

まで沖縄の特区、それから構造改革特区、総合特

区、復興特区、国家戦略特区というふうに展開し

てきました。国家の一定地域に特別な規制緩和や

税制上の優遇措置を設けまして、企業を集中的に

そこに呼び込むための措置といいますか、そうい

う制度であると思います。先生のお考えでは、今

後、日本において特区をさらに発展させていくに

は、どういう工夫が必要であればあるとお考えか、

お伺いできればと思います。よろしくお願いいた

します。 

【浜田】： 大体、どこかだけ一部を緩めようと

いうのは不十分なので、特区というのは過渡的な

ものであると言っていいのではないかと思って

います。ですので、全体的には規制緩和が行われ

るべき、あるいは税率を下げるということだった

ら、全部でやるのが望ましい。もちろん、特区が

あることによって、ショーウインドウ効果という

のですか、そこにいろいろな外国の企業が入って

きて、いろいろやってくれるとか、そういう面が

あることも事実ですから、そんなに悪いことでは

ないのだろうとは思います。けれども、特区にこ

だわるのは、どちらかというと進歩を止めるかも

しれないように思います。 

私は、ただ、法学部を出ていたから、経済の議

論をするときに jurisdiction が、つまり法律の

適用領域が違うということには、学問的にすごく

興味あるのですね。そういう意味で、これからも

勉強すると思うし、ゲームの理論という難しいこ

とを言わなくても、いろいろな国が投資をし合っ

ているところで、一国がやる経済政策の効果を一

国のことだけで見ては駄目で、相手もそれにイン

センティブ、対抗してくることを考えなければい

けない。 

僕は、今、幸せと言うべきか分かりませんけれ

ども、こういう種類の議論をやっても、私のやっ

ている研究をフォローしてくれる人が世界にも

あまりいない。少しはいるのですけれども、あま

りいないのですよね。でも、考えてみると、今、

相互依存関係を考えるような通貨戦争、租税回避

権戦争、租税特区もそうですけれども。私が理論

的にいろいろ考えていたような問題が現実の問

題に、世界全体として起こってきているようなと

ころがある、というのは自己満足に過ぎませんけ

れども、自分がやっていた問題はそんなにエソテ

リック（秘伝的な、難解な）だけだったわけでも

ないという感じを持っています。 

【清水】： あと 1 問ぐらいはお受けできるかと

思いますけれども、その前に、浜田先生の有名な

論文は国際金融政策における相互依存関係だっ

たと理解しておりますので、金融危機のような問

題は浜田先生のエリアかと思いますけれども。 

浜田： ギリシャの問題だったら、全くそうな

のですよね。あれは、家族で構造的に折り合いが

つかない夫婦は、どちらかと言えば早く別れた方

がいいと言うと、引用されると、いろいろな人に

言われるかもしれませんけれども、何度やっても

同じことが起こるわけですよね。 

日本のジャーナリズムは、そういう意見を何も

載せないのですね。ヨーロッパでも、アメリカで

もそうですけれども、（ポール・）クルーグマン、

（ジョセフ・）スティグリッツ、マーティン・ウ

ルフとか。マーティン・ウルフが言うには、同じ

船に乗ってまた難破しそうになるよりも、何が起

こるか分からないけれども、エーゲ海の真っ青な
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ところに飛び込んだ方がいいのではないかと書

いてありました。それも、ものすごくユーフィズ

ム（婉曲話法）で。でも、クルーグマンは、きち

んと、はっきり、ノーと言うのがギリシャにとっ

ては最適だと。しかし、そのときに一人外す。別

れるときの苦痛というのはすごく大変なんです

よね。ギリシャは、初めから入らなければ良かっ

たわけですね。入れなければ良かったんだけれど

も、入れておいて、ドイツに調子いいことを言わ

れて搾取されておいて「出る」と言ったら「やめ

てくれ」と言われた。だけど、自分が言ったよう

に、生活は切り詰めろと言っているわけですから。

アベノミクスのように為替レートを動かして、経

済を 2～3 年の間に浮上させるというようなこと

はギリシャは何もできないというところなので

すが、ほかの国とか、ほかのジャーナリストが、

みんな、ユーロ離脱が何か悪いことであるかのよ

うにいうわけです。そのうち、どこか、僕もはっ

きりメディアにもそういう話をしようと思って

います。 

【清水】：もう時間も来てはおりますが、もし、

もう 1 問ぐらいディスカッションがあれば、じゃ

あ、最後の質問をお願いいたします。 

【南】： 私は弁護士になるのですけれども、太

田勝造先生と一緒に東京大学の法と経済学の授

業を担当させていただいております。そこで法と

経済学を取り上げるときに、一つの材料としてコ

ミットメントというテーマがあるかなと思うの

ですけれども、安倍政権が成立する以前の段階か

らコミットメントの一つの例として、インフレタ

ーゲット政策というものを例として、講義では取

り扱っておりました。その際にコミットメントと

いうことで、インレターゲットで、もうインフレ

率、デフレから脱却するということを授業で取り

扱った際に、太田勝造先生とご一緒させていただ

いている際に、太田先生から「ということは念力

で、みんな念じれば経済というものは良くなるも

のなのか」というコメントをいただきました。こ

のコミットメントと、インフレターゲット政策と

いうものは、インフレ期待というものに張られる

ターゲットということで機能していくというも

のだと思うのですが、それは結局のところは心理

的な現象であるということなのでしょうか。そこ

のところをちょっと、ご説明いただければと思い

ます。 

【浜田】： 三つぐらい質問があったかと思いま

す。一番最後からお答えしますと、心理的な要因

というのは結構重要であると。なぜならば失われ

た 15 年の間、金融政策で日本経済を活性化させ

ようと思っても、ほとんど効かなかったのは、み

んなが貨幣にしがみついてしまうからです。家計

を考えれば、年金生活者がお金にしておいて、株

式にも何も投資しないで頑張っているのが最適

な政策だった。 

それから宍戸先生がもう質問しておられまし

たけれども、そういうところに関係して日本の企

業の行動の問題はいくつかあります。その一つは

企業が株式に投資しない。株式とか実物に投資し

ないのですね。それは貨幣、インフレは絶対来な

いと思っているから。そこを破ろうとしたのはや

はり、これは岩田政策と言ってもいいと思います

けど、岩田規久男さんがそこのところを変えよう

としたと。そういう意味で期待を変えるのが重要

なことです。 

ただ現在について、インフレにならないのは、

一つは石油価格がめちゃくちゃに下がっている

わけですよね。まだそうでない時に（インフレタ

ーゲットに）コミットしたので、事情変更の原則

ということが法律にもあるのだろうと思います

から、それをどこまで使うかと。例えば、アメリ

カだって石油価格が安くなっていますから、日本

が特に 2％のインフレ率にならなくても、日本が

1％で、アメリカも 1％になれば、為替レートは

同じようなところに落ち着くという意味で、事情

が変わったということをあまりにも無視してい

るのではないかと。例えば民主党が自民党を責め

るときには、こう約束しただろうと、そこのとこ

ろだけを強調するわけですよね。実際に日本経済

のためになっているかを問わずに、約束させてそ

のとおり行わなければ駄目であるというわけで
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す。これは非常に悪い意味での法学的な思考です。 

それから経済というのは人々が予測したよう

に物事が動いていくものだという思想がルーカ

スの辺りから、非常に強く経済学に影響を与えて、

それが過剰に影響を与えているのだろうと思い

ます。みんなが思った通り実現する世界なんて、

どこにもないわけですから、事情が変わったら変

わるのが当然だと思うのですが、ルーカス以後の

経済政策の議論というのは、その政策をみんなが

信じてやっても、まだ効くかどうかということに

なっているわけです。 

ただこの辺は、例えば若田部（昌澄）さんなん

かと僕とちょっと違うところがあって、論争して

しまうのですけどもね。いつもリフレ派の人もポ

スト・ルーカスの人たちは、目標を達成しないと

駄目だということにこだわるわけです。乱雑なお

答えというか、一つ、一つ、理詰めでお答えする

とかなり長くなる必要があるかもしれないので、

後でパーティー等でもう少し補足します。 

 

【清水】： よろしいですかね。それでは時間も

過ぎておりますので、浜田先生、本日はどうもあ

りがとうございました。 
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◆法と経済学会・第１３回全国大会 講演報告◆ 
 
□パネルセッション 

 
【金子】：日本型クラス・アクションの問題につ

いてのセッションを開始させていただきたいと

思います。本日パネリストで来ていただきました

のは、国民生活センター理事長、一橋大学名誉教

授の松本恒雄先生。（自己紹介） 

【唯根】：（公益社団法人）日本消費生活アドバイ

ザー・コンサルタント・相談員協会の理事で、（特

定非営利活動法人）適格消費者団体、消費者機構

日本の常任理事をさせていただいております、唯

根妙子です。 

【井口】：スクワイヤ外国法共同事業法律事務所、

弁護士、井口加奈子です。 

【小田】：消費者庁消費者制度課政策企画専門官、

小田典靖と申します。消費者裁判手続特例法を担

当させていただいております。今日はよろしくお

願いします。 

【金子】：松本先生、よろしくお願いいたします。 

【松本】：私の方からは、まず総論的な大きな枠

組みのお話をさせていただきます。消費者被害に

ついては、一つは、生じてしまった場合にいかに

救済するかが大きな課題です。もう一つ、より重

要なのは、被害が生じないようにすること、いか

に被害を回避するか、あるいは抑止するかという

ことが重要です。この被害の抑止と救済について

は、日本の法制度は公法と私法の二分論という大

陸法的な発想が大変強いこともあって、抑止は行

政機関の役割であり、救済は私訴で行うという、

法の執行について、public enforcement と

private enforcement を峻別するというところが

伝統的にありました。それが消費者契約法の中に、

消費者団体による差止訴訟が入ってきた時点以

後、少し変わってきました。 

救済の方は分かりやすいので一旦置いておき

まして、抑止に関しては直接的な抑止と間接的な

抑止がございます。直接的な抑止は「やめろ」と

行政機関なり、消費者団体が求めるということで

すが、間接的抑止というのは金銭的なメカニズム

を使って、事業者が違法なことをするよりは、法

令に従ってきちんとやる方が経済的には得だと

思わせるという形で違法な行為をやらせないよ

うにするということです。間接的抑止の面は、こ

れまで日本では大変弱かったです。それが今回の

消費者裁判手続特例法で少し進んだといわれて

います。レジュメの 1 ページ目の下のところにあ

るように、従来の直接的抑止というのは、まさに

『日本版クラスアクションは消費者と企業に何をもたらすか？』
                       日時：2015年7月4日（土）16:20～18:00 

場所：東京大学本郷キャンパス  

（法学政治学系総合教育棟101教室）  

                    モデレーター：金子宏直（東京工業大学） 

パネリスト： 

唯根妙子(日本消費生活アドバイザー・ 

コンサルタント・相談員協会) 

                   松本恒雄（国民生活センター・一橋大学） 

                   井口加奈子（スクワイヤ外国法共同事業法律事務所）

                   小田典靖（消費者庁） 
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行政機関が行政処分として行うことであったわ

けで、縦割りの主務官庁がそれぞれの所管の業法

に基づいて行うというのが主であって、唯一、公

正取引委員会が横割り的に、独禁法、あるいは景

表法に基づいて行ってきたといえます。そのうち、

景表法の部分が消費者庁の発足によって消費者

庁に移管されました。 

民事の差止めは、被害者個人は、もちろん人格

権侵害とかいろいろなことを理由にして可能で

す。けれども、そもそも被害に遭うことが分かっ

ている人は被害を回避すればいいので、被害者に

よる差止めは継続的な違法行為以外には無意味

です。必要なのは個々の被害者ではない消費者団

体による差止請求で、これが消費者契約法によっ

て実現したということです。比喩的に言えば、行

政規制の民営化と言っていいと思います。 

次の 2 ページの上に要件が書いてございます

が、適格消費者団体という内閣総理大臣の認定を

受けた団体が訴訟を起こすことができます。認定

を受けていない消費者団体であっても、お願いベ

ースで事業者に対してこういうことをやらない

でほしいと言うことは、従来通り自由です。なお、

違法行為が不特定かつ多数の消費者に対して行

われている場合に限定されておりますから、たま

たま 1 件、不当な何かがあったというのは対象に

なりません。 

この制度は、2007 年に消費者契約法の中に初

めて導入されたわけですが、その後、2009 年に

特定商取引法、それから景品表示法の中にも入り

ました。さらに 2015 年 4 月 1 日から新しい食品

表示法が施行され、ここにも適格消費者団体によ

る差止請求権が入りました。食品表示法の目玉の

一つが機能性表示食品の制度で、事業者側の判断

で食品のもつ機能の表示ができるという制度で、

かなり問題のあるような表示がされるケースも

今後出てくるだろうと予想されます。そういうも

のに対しては、行政機関が、食品表示法に基づい

て指示や命令を出す権限があるわけですが、それ

以外に適格消費者団体がこういう表示はおかし

いではないかと言えるということになります。 

3 ページの上に、差止訴訟を適格消費者団体がや

る場合の細かい手続が書いてあります。手数料が

1 万 3,000 円と大変安くなっているというところ

がメリットです。ところで、差止めを命じる判決

が出ても、個々の被害者が個別にやっている返金

の請求等の訴訟において自動的に勝訴になるわ

けではありません。ただし事実上の影響力はかな

りあると思われます。それからこの手続は差止め

を求めるだけですから、消費者団体は訴訟をやれ

ばやるほど資金の持ち出しになります。ただし、

判決が出た後、事業者がそれに従って行動しない

場合には、間接強制金を支払わせるという形で強

制することが可能です。実際、間接強制の申立て

がされて認められたケースもごく少数ですけど

ございます。 

3 ページの下の適格消費者団体の認定要件は、

なかなかクリアすることが困難だということで、

認定を受けた団体は、現在のところ、全国で 12

団体にとどまっております。どこが困難かという

と 4 ページの上のところで、訴訟をやればやるほ

ど、活動すればするほどお金がどんどん出ていく

というところにあります。その活動資金は、会費

とか寄付とかでなんとかまかない、みんな手弁当

で、弁護士もあまり報酬をもらわないで訴訟に従

事しているというケースもございます。 

それから、弁護士とか司法書士とか消費生活相

談員などの専門委員が必ず入っていなければな

らないというルールがあります。そういう人たち

をいかに確保するか。今のところは、基本的には

ボランティアベースでやっています。 

情報がどれだけ集められるかということもござ

います。基本的には自分たちで相談をやって、情

報を集めておりますけれども、足りない部分は各

地の消費生活センターや私どもの国民生活セン

ターが申し出に応じて情報を提供するというこ

とになっております。 

以上が private enforcement としての直接的抑

止の話です。 

今度は間接的抑止の話に移らせていただきま

す。これは、金銭を支払わせることによって、不
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当、違法な行為をやめさせようということです。

事業者に金銭を払わせる制度としては、損害賠償

が従来から伝統的にあります。損害賠償という発

想とは別に、利益の吐き出しという、英語で

disgorgement といわれているやり方もあります

し、三つ目にはペナルティーを課すという形で、

得た利益や生じた損害と無関係に払わせるとい

う制度もございます。そしてその金を払わせる主

体は誰かということもさまざまに考えられます

し、誰に対して払わせるのかというところでもい

ろいろ考えられます。 

5 ページの上の図が、今言いました金銭を支払

わせることの三つの機能とそれを執行する、

enforce するのが誰かということでのマトリック

スです。分かりやすいのは一番左上の被害者が自

分に生じた損害の賠償請求をするという、これは

基本的な被害救済です。そしてその横に被害者が

自分の契約を取り消して、払ったお金を返してく

れと言うこと。これは言ってみれば利益の吐き出

しで、事業者としては想定した利益が吹き飛ぶわ

けですね。そしてさらにその横に制裁の下がブラ

ンクでＡと書いてある。これは日本にはない制度

です。被害者が制裁的な何かを課すことは、日本

では今のところできないけれども、アメリカでは

この部分が、懲罰賠償として非常に発達していま

す。最近、中国も大胆にアメリカ法を導入してお

ります。 

その次の行の消費者団体に何かできるかのう

ち、被害救済の役割を果たすのが、今度新しく法

律ができた集団被害回復の制度です。これがうま

くいけば、その右隣、Ｂも空白なのですけれども、

ここも自動的に、かなりの部分が機能するように

なります。というのも、消費者団体の行う被害回

復の訴訟は、2 段階に分かれておりまして、第 1

段階は消費者団体が勝手にやってくれるわけで

す。被害者は見ていればいいというだけです。第

1 段階の訴訟で勝訴すれば、第 2 段階で個々の被

害者がその手続に参加してくるということにな

ります。被害者個人で訴訟ということになると、

多くの人はそんなことは大変だからやらない。特

に少額被害の場合はやらないケースが多いわけ

ですが、消費者団体が前半を頑張ってやってくれ

て、もうあとは領収書だけ持っていけばお金が返

ってくるということになると、それでは私もとい

うことで、事業者が得た利益を全額に近いぐらい

吐き出させることも可能になってくるのではな

いかと期待されます。 

それから事業者団体がペナルティーを課したり、

あるいは損害賠償を払うための基金を積み立て

ているというケースも一部の団体ではございま

す。 

行政機関が主体になる場合としては、日本だと

過料という制裁がいろいろな法律にあります。そ

れから利益吐き出しとしては課徴金制度が独占

禁止法と金融商品取引法にあり、今度景品表示法

にも入りましたが、景品表示法の課徴金は非常に

限定されております。行政機関が消費者に代わっ

て損害賠償の請求を行うということは、日本では

およそ考えられないですが、アメリカでは州は州

民の保護者のようなものだとして、父権訴訟

（parens patriae）があり、ＦＴＣは連邦政府の

一部ですが、同じような発想で訴訟を起こすこと

ができます。 

一番下、検察を行政機関と分けるのが正確なの

かどうか、少し分かりかねるところがございます

けれども、ヤミ金問題においてヤミ金の得た利益

がスイスに移転されていたときに、刑事手続の中

で没収、追徴したお金を被害者の請求に応じて、

被害回復のために給付するという制度が新しく

できています。しかし、これは対象が非常に限定

され、組織犯罪に限られています。消費者被害の

一部は組織犯罪と言ってもいいぐらいのもござ

いますけれども、なかなか難しい。 

以上が、日本の現状でございまして、ここにあ

る空白をいかに埋めていくのかが今後の課題で

あり、民間レベルにおける法執行と、公的な行政

機関や検察における法執行をうまく組み合わせ

て、最適な状況を作り出していくというのが大変

重要だということです。 

制裁的な金銭の支払いをさせるということに
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対しては、日本の裁判所は大変抑制的であって、

被害者の焼け太りを絶対に許さないが、加害者の

出し惜しみは許すのです。過失相殺という制度が

ございまして、こんなことでだまされた消費者も

悪いということで、5 割ぐらいの過失相殺を平気

でするけれども、実損害以上の賠償は絶対に認め

ない。そこで一つ考えられるのは、お金の受取先

を二つに分けるというアイディアで、実損害は被

害者の元に戻させ、それを超える懲罰的な部分は

別の受取先に払わせるということが考えられな

いかということです。仮にこれを消費者基金と名

付け、そこに懲罰的な部分を払わせて、そのお金

は被害の予防とか公益的な活動に使うというこ

とを私は考えています。 

よく似た発想の議論が、実は 2014 年に景品表

示法に課徴金制度を導入するときにございまし

た。課徴金というのは、事業者が得た不当な利益

を行政機関が巻き上げて、当該行政機関の使える

お金にするのではなくて、一般財源に入れるとい

う制度です。景品表示法違反の課徴金の議論のと

きに、景品表示法違反の行為を行った事業者が消

費者に返金をした場合は、課徴金はその分減額さ

れるというだけではなくて、私どもの国民生活セ

ンターに払った場合も課徴金を減額するという

案が、当初、あったのですけれども、産業界から、

国民生活センターにお金を払って消費者保護に

使われるくらいなら、国庫にお支払いしますとい

う反対が生じまして、普通の課徴金になってしま

ったということがございます。 

6 ページ以下が、消費者裁判手続特例法とか、

日本型クラス・アクションと言われている制度の

内容であります。訴訟を起こせるのは適格消費者

団体の中でさらにスクリーニングをされた特定

適格消費者団体に限るという縛りが掛かります。

適格消費者団体として 2 年以上活動していて、き

ちんとやっていることというのが一番重要な要

件です。それから対象となる被害がかなり限定さ

れております。消費者契約に関して相当多数の消

費者に生じた財産的被害について、事業者が消費

者に対して負担する金銭の支払いが対象になる。

この消費者契約に関する請求ということでは、本

来の契約上の債務不履行請求、不当利得の返還請

求、債務不履行の損害賠償請求、瑕疵担保の損害

賠償請求が入ります。それから不法行為に基づく

民法の規定による損害賠償請求ということで、不

法行為が入っているから、アメリカのクラス・ア

クションのようにＰＬ訴訟でも使えるのではな

いかと一見思われます。しかし、7ページの下で、

ただしということで、拡大損害、逸失利益、人身

損害、慰謝料は駄目ということで除外されていま

す。結局残るのは本来の金銭債務、契約を取り消

したから代金を返してくださいとか、瑕疵がある

から代金減額分をこちらに払ってくださいとか

に限定されますから、アメリカのクラスアクショ

ンに比べると大変狭い範囲ということになりま

す。 

8 ページ上のところで、2 段階の手続の中の、

第 1 段階は特定適格消費者団体による訴訟の場

で、第 2 段階では消費者が加わって比較的簡単な

手続で行われるということですが、事業者の側か

ら異議が出てきたり、逆に消費者の側から事業者

の対応に満足できない場合には、通常訴訟に移行

しますから、実質上は 3 段階構成だということに

なります。 

一番気になるのは、消費者はどれくらいの費用

を負担して、その結果どれぐらいの被害額が返っ

てくるのかという点です。第 1 段階に掛かった費

用は、みんなで分けましょうと、これはちょっと

逃れられない負担ということになります。そして

第 2 段階で、実際に取り返せたお金について、50

％以上を消費者の取戻分にするというガイドラ

インが出ております。ただし手続参加のための費

用はこれと別枠なので、取り返したお金の中から

手続参加の費用がまず天引きされて、その残りの

半分以上を消費者にということですから、適格消

費者団体は半分ぐらいを経費として取得できる

可能性がある。そして第 3 段階の方になると、通

常の訴訟になるので、これはまた別の計算をする

ということです。 

以上のような集団被害回復の制度を消費者団
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体が行えるということで、差止めと被害救済がう

まくつながり、差止訴訟が費用倒れになるという

弊害が少し解消される可能性が出てくるという

ことになる。 

そして、事業者サイドとしては単に止めろと言

われるだけではなくて、今まで儲けた金を吐き出

せと言われることによって、悪銭身につかずが実

現することが期待できます。 

ということで、私のお話を終わらせていただき

ます。 

【金子】：小田先生、よろしくお願いいたします。 

【小田】：私の方からは消費者の財産的被害の集

団的な回復のための民事の裁判手続の特例に関

する法律について、ご説明させていただきます。

この制度を正しく言い表すためにこのような長

い名前の法律になりましたが、実際には消費者裁

判手続特例法という略称を使用させていただい

ております。 

この立法経緯から簡単にご説明します。消費者

団体による訴訟制度は平成 19 年 6 月の消費者契

約法の改正のときからスタートしておりまして、

その平成 19 年 6 月の消費者契約法の改正法に関

する附帯決議で損害賠償等を請求する制度の必

要性を検討するということが謳われました。 

平成 21 年に消費者庁が創設され、消費者庁及

び消費者委員会設置法の附則においても同様の

ことが言われております。その後、内閣府や消費

者庁、消費者委員会などの各機関において、その

制度の必要性の検討が進められまして、平成 25

年度 12 月に法律が成立して、公布されていると

いう経緯があります。 

なぜではこういう法律が必要なのかというこ

とですが、端的に言えば消費者被害の泣き寝入り

のしやすさを解消しようという目的で作られて

います。では、消費者被害とはどういう被害かと

いう点ですが、全国消費生活相談窓口に寄せられ

る相談に、既払金、いわゆる被害金額と位置付け

られる金額ですが、これは大体 50 万円程度とい

う統計があります。この被害を回復するために費

用、労力、時間をかけることがなかなかできない

のが実情です。例えば消費者が、被害を被ったと

いって事業者に苦情を言ったときに、事業者がす

ぐにお金を返してくれるのであれば、それほど費

用、労力、時間はかからない。しかし、実際には

事業者の方にもそれ相当の言い分があり、トラブ

ルになっていることが多いかと思います。そうす

ると被害を回復させるためには裁判する費用だ

とか手間だとかいうものがかかってきます。特に

裁判所に掛かる費用は、印紙代は相当安くなって

いますが、裁判をやるためには弁護士に依頼せざ

るを得ないので、その弁護士費用とかがかかって

しまうことになります。こういう費用、労力、時

間をかけることがなかなか容易ではないという

問題点があります。 

そして、消費者が事業者に苦情を言って、被害

回復を試みたときに、必ずその被害回復ができる

のであれば、費用、労力、時間をかけることはあ

り得るかと思うのですけども、実際にでは被害回

復がそんなに簡単ではないわけです。裁判であれ

ば勝ちもすれば負けもする。裁判に勝ったところ

で、事業者から実際にお金が返ってくるかは分か

らない。こういう事情から、消費者被害というも

のは泣き寝入りしやすいという特性があります。

ここをなんとか解消しようということがこの法

律の目的ということになっています。 

消費者被害のもう一つの特徴ですが、集団的に

被害が発生しやすいという特徴があります。それ

はなぜかと申しますと、現代社会においては大量

生産、大量取引が行われています。これによって、

事業者の方はコストを削減している。その結果、

物の値段が安くなるというメリットを消費者は

享受しているわけですが、こういう大量生産、大

量取引ですと、ひとたび何か問題が発生しますと、

一つの取引の問題だけではなくて、たくさんの取

引について問題があるということになります。例

えば一つの製品に瑕疵があった場合には、他の製

品にも瑕疵がある可能性が高くなってくるとか、

一つの約款が法律に違反している場合には、一つ

の契約だけではなく、その約款を使った契約全て

が法律に反しているという形になってきますの
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で、被害が大量、集団的に発生しやすいというこ

とになります。 

消費者裁判手続特例法では、以上の二つの特徴

を踏まえた制度設計がされております。具体的に

申し上げますと、日本には例がなかった二段階型

の訴訟制度を創設しております。もともと、ブラ

ジルにはこういう例があり、それを参考にして制

度設計しております。参考までに申し上げますと、

この日本の消費者裁判手続特例法と同時に、フラ

ンスでもこのような二段階型の訴訟制度という

ものが導入されています。 

二段階型の訴訟制度のまず一段階目で何をす

るかですが、これは特定適格消費者団体という団

体が原告となって事業者を被告として訴えを提

起します。この特定適格消費者団体は今回の法律

で創設される消費者団体です。先ほどの松本理事

長のお話にあったように、適格消費者団体の中か

ら少なくとも 2 年間以上活動していること、経理

的基礎があること、業務規定が整備されているこ

と等を条件に、内閣総理大臣が認定する消費者団

体です。 

一段階目において何を判断してもうらかとい

うと、まずその事業者が消費者に対して、金銭を

支払う義務を負っているかを判断してもらいま

す。個別の消費者に関する請求権ではなく、一般

的にそういう支払い義務を負っているかを判断

してもらいます。一段階目の裁判、これは裁判で

すので三審制になっておりまして、一段階目の裁

判の結果について不服があれば最高裁まで争え

るという形になります。 

そして一段階目の裁判の結果、事業者が消費者

に対して金銭を支払うべき義務を負っているこ

とが確定しましたら、二段階目の手続に移行しま

す。まず、団体の申し立てによって簡易確定手続

がスタートします。簡易確定手続では、個別の消

費者に具体的に誰にいくらを支払うべきかを確

定します。消費者は簡易確定手続から手続きに参

加します。先ほど、消費者被害でなかなか被害回

復を見通すことができないから泣き寝入りしや

すいと申し上げましたが、その点は一段階目で基

本的には事業者が金銭を支払うべき義務が確定

していますから、消費者にとっては手続きに参加

しやすいと考えています。 

簡易確定手続に、消費者に参加してもらうため

に、団体が消費者に通知を行ったり、公告を行っ

たり、その他にも消費者庁のホームページへの掲

載、裁判所の官報公告、事業者の公表など手続参

加を促す仕組みを整えております。 

それらにより、簡易確定手続を知った消費者が

団体に授権して、裁判所に債権届出をします。債

権届出に対して、事業者が債権を認めるか、認め

ないかという判断をします。仮に 1 万円の債権が

届けられ全部認めますということになれば、その

1万円についてはもうそのまま債務名義になって、

後は支払いをするということになります。もちろ

ん 1 万円について、全く認めないという対応も、

5,000 円だけ認めるという対応もあります。事業

者の認否に対して、さらに団体がその認否を争う

かどうかという判断をします。認否を争わなかっ

た場合には、事業者の認否の通りに債権が確定し

ます。認否を争った場合には、簡易確定決定とい

う裁判所の判断で債権額を決めてもらうことに

なります。 

簡易確定決定に対してさらに異議がある場合、

ほぼ通常の訴訟と同様の手続で審理が進められ

る形になっております。こういう形で消費者の方

に参加しやすくして、たくさんの紛争を一挙に解

決できるというコストメリットが図られると考

えております。このコストメリットは、消費者も

享受します。通常、自分が 1 人で弁護士によって

訴訟をするときよりも、費用については安く済み

ます。また、事業者にしても、たくさんの消費者

とたくさんの裁判を抱えるよりも、一つの裁判で

基本的には決着がつくという点で、コストメリッ

トが図られると考えています。 

この制度の検討過程では、濫訴になるのではな

いかが強く指摘されておりました。濫訴は、この

法律の本来の目的とは異なるので、ガイドライン

等で具体的に書き下ろすことになっています。こ

の法律の立法過程ではアメリカのクラス・アクシ
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ョンのような状況になってしまうのではないと

指摘されましたが、アメリカのクラス・アクショ

ンとは仕組みが異なると考えております。 

この法律は、平成 25 年の 12 月に成立、公布さ

れておりますが、公布の日から 3 年を超えない日

で政令で定める日から施行するとなっており、期

限としては平成 28 年 12 月 10 日までに施行とい

うことになっています。ただ、施行までには制度

の周知も必要ですし、ガイドラインや内閣府令を

定めることが必要です。そして最高裁判所の方で

規則も定めなければなりませんが、これについて

は、既に官報に掲載されています。そういういく

つかの準備があります。今、ガイドライン案につ

いてパブリックコメントを実施しており、締め切

りが 7 月 10 日までになっています。消費者庁で

それを踏まえて修正をして、今年の秋ぐらいには

できあがったものを公表できるのではないかと

考えております。その公表から相当の周知期間を

置いて、28 年の秋か冬ぐらいには制度を施行で

きればと考えています。簡単ですが、私からは以

上になります。 

【金子】：唯根先生、よろしくお願いいたします。 

【唯根】：今ご紹介いただきました、適格消費者

団体としての活動、それから消費者団体としての

活動の中で受けた、具体的な事例を紹介するよう

にというご依頼でこちらに伺わせていただきま

した。こういう高い壇上から発言させていただき

ますこと、大変光栄ですけれども、とても緊張い

たしております。皆様方の少しでもお役に立てば

と思っております。私の所属団体であるナックス

(NACS)と適格消費者団体「消費者機構日本」、通

称コージェイ（COJ)の資料、そして、私が現在内

閣府消費者委員会の委員も務めさせていただい

ておりますので、そちらのパンフレットも一緒に

配布させていただきました。 

それから「法と経済学会」ですので経済的な面

から、最近の消費者相談の被害の状況を先週公表

されました消費者白書の中から抜粋で資料とし

て添付させていただいております。ご参照いただ

ければと思います。それでは、具体的に私どもの

活動について発表させていただきます。 

 私どもは公益社団法人「日本消費生活アドバイ

ザー・コンサルタント・相談員協会」という、フ

ルネームで 24 文字も続く長い団体名でございま

すが、消費者問題にかかわる資格者、消費生活ア

ドバイザー、消費生活コンサルタント、消費生活

専門相談員という 3 資格がありまして、その有資

格者が集い、ただいま全国で 3,100 名ほどが 7 支

部で活動を繰り広げております。 

私どもが活動内容として掲げておりますのが

消費者トラブルの解決、消費者教育、そして行政

・企業・団体との連携という三本柱です。その中

の消費者トラブルの解決ということで、もう 27

年間続けておりますのがウィークエンド・テレホ

ンという週末に全国の消費者から受ける電話相

談です。ここに寄せられる相談の中から民間 ADR

として、問題のある事案について、ADR 法に則っ

た Consumer ADR という名称で、消費者団体とし

ては第 1 号で法務大臣認証を受けて、平成 20 年

から事業者も含めて、仲裁・裁定の活動も行って

います。 

 また、毎年 11 月には、時節に合ったテーマで

単発の電話相談[トラブルなんでも 110 番]も続

けております。昨年は「ネット取引なんでも 110

番」と銘打って行いました。資料の白書の情報の

ように、最近の消費者相談の傾向のキーワードと

して、高齢化、情報化、グローバル化が挙げられ

ていますが、そのツールとしてインターネットが

非常に大きくかかわっているので、今日はそちら

にできるだけ特化した事例をご紹介させていた

だきたいと思います。そのすべてが、この

Consumer ADR、並びに 110 番に入ってきたご相談

です。 

 その前にもう 1 点、適格消費者団体 COJ、松本

先生や消費者庁の小田様にご紹介いただきまし

た、現在設立 11 年目の COJ についても少しご紹

介をさせていただきます。COJ は 2004 年一般財

団法人日本消費者協会、それから私ども通称 NACS、

それから日本生活協同組合連合会の 3 団体が、消

費者問題にかかわる弁護士、司法書士、そして相
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談員や有資格者、学識経験者、消費者団体などに

呼び掛け設立した NPO 法人です。 

 2007 年に適格消費者団体の第 1 号として内閣

総理大臣の認定を受け、現在、団体の正会員が 9

団体、個人会員 121 名、協力会員 54 名、賛助会

員 55 団体によって運営をされております。 

 現在認定されている適格消費者団体 12 団体の

中で、設立当時より被害情報対応委員会という委

員会で被害情報について分析し、これまでに先月

までで 102 件に及ぶ差し止め請求、改善事案を公

表しています。昨年度、差し止め請求訴訟はござ

いませんでしたが、これまでに東京地裁で差し止

め請求を行って、パンフレットにもございますよ

うに、有料老人ホームの入居申込金の一時金にか

かる契約条項の差し止めの是正ですとか、不動産

の賃貸借契約の不当条項の改善について差し止

め請求をし、公表もしております。今年度は、現

在クリーニング店の自己賠償基準の約款による

差し止め請求訴訟を提起したところでございま

す。 

 新しい消費者裁判手続特例法の施行に向けて、

私どもの団体でもできるかどうか、特定適格消費

者団体の活動には、今ご紹介した差し止め請求訴

訟を行うに際してでさえ予算としては 1 件につ

き約 150 万円は最初の費用で掛かるので、慎重に

検討しています。 

また、人的には、過去の経験で差し止め請求、

先ほど申し上げた不動産賃貸借契約（を例にする

と）、こちらは控訴審まで行ったので 21 回の（口

頭）弁論が開かれ、これにかかわった私どもの会

員、事務局、弁護士さんを含めますと、延べ 1,000

名に近い方々にご協力をいただく形で裁判所に

通いました。最終的には控訴審の中で和解になり

ましたけれども、解決をみるまでに、長く、皆様

の努力と協力によるしかないという運営の仕方

で、現在は、頼らざるを得ないのが現状です。従

って、新制度を会費と寄付金で賄うには、やはり

きつい制度ではないかと思います。 

 それでは、事例のご紹介をさせていただきます。

テレビ等でも随分、被害抑止、注意情報を流して

おりますし、国民生活センターからの注意情報と

か、今は消費者庁からもだいぶプレス公表等をし

て、注意喚起を消費者にしておりますが、それで

もやはり具体的におきております事例のご紹介

なので、すでにご存じの方も多いかもしれません。 

 事例の 1 は、SNS で知り合った女性から一緒に

ネットワークビジネスをやらないかと誘われた

事例です。これはマルチ、マルチまがい商法とい

われる、特定商取引法の中の連鎖販売取引で、古

くて新しい被害ですけれども、最近はこういうイ

ンターネット、スマートフォンのソーシャルネッ

トワークサービス等から知り合うというような

誘因の仕方が目立ち、きっかけが随分変わってき

ているなと思う事例です。 

商品のセミナーがあるので参加しないかとい

われ、20 代の男性がセミナーに行くと、1 万円の

登録料を払って気に入った商品を購入し、知人等

に紹介して契約すれば紹介料がもらえるという

説明がなされる、本当に典型的な事例です。この

事例では、化粧品とか、洗浄剤、自動車用品等の

商品の購入を勧めるマルチ商法の手口でした。 

こういったものについては、本当に手を変え品

を変え、若い方がやはりターゲットになっており

ます。この相談者の場合は 1 万円を払うところで

ご相談をしてきましたので、私どもとしてはアド

バイスをすることで、自助努力で被害にそれ以上

遭うということはありませんでした。けれども、

マルチ商法関連の事業者の被害につきましては、

消費者庁の特定商取引法ガイドというサイトで

公表しているのですが、年間に何件もの事業者に

行政処分が行われています。 

インターネットを利用したマルチ商法は非常

に被害が広範で、少額な被害だと埋もれてしまい

がちです。事業者側の勧誘者も熱心になり勧誘行

為が行き過ぎてしまったり、法律を守って利益を

得る仕組みをしっかり理解できた上で、これだけ

厳しい法規制も守り、自分で解決できる消費者が

いるかという点では、私ども相談現場では不可能

に近いと思っています。何かしらの法規制をして、

どこか違反行為を行ってしまう可能性が多い事
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例として、毎年のように繰り返し被害に遭う方々

を何とか救済できないかと取り組んでいます。ご

相談が入った方なら救済できますが、消費者自身

では泣き寝入りをしてしまうことも多いです。中

途解約権も特定商取引法ではありますが、そうい

う法律を知らないために被害に遭うケースとい

うのが後を絶ちません。 

 相談事例の 2 は、インターネット通信販売です。 

最近非常に多いのが、商品ではなくて、今回ご紹

介しますホテルの予約などのサービス契約です。

旅行サービスを利用する方が増えております。こ

ちらの事例は、昨年の 11 月にインターネットで

旅行代理店に 12 月宿泊のホテルの予約をクレジ

ットカードで申し込んだ。その直後に別の業者で

もっと安いホテルが見つかって、すぐにキャンセ

ルメールを送ったら、すでに申込承諾メールが届

いており、その後キャンセル応諾メールも届いた。 

先月クレジットの請求を確認（時）も決済が行わ

れていなかったのでキャンセルできたと思って

いたところ、2 ヵ月経て、旅行代理店の委託店か

ら電話で未払い請求が来たというご相談です。こ

の事例ではインターネットでの旅行の契約の契

約成立時期の認識が消費者と事業者とでしっか

り共有できていない点が問題です。事業者のホー

ムページのつくり方、取引条件の記載の仕方が消

費者に理解しにくく、トラブルになるケースも増

えています。ネットを利用して旅行業務を行う場

合には、旅行業者は登録が当然必要になります。

それから、ネット通販ですので、サイト上には取

引条件を明示して、そして入力画面だけではなく

て確認画面、申し込みの内容がしっかり分かるよ

うに全部書かなければいけません。しかし、日本

の事業者だけではなくて、ネットの場合には海外

の事業者が日本語サイトをつくって直接申し込

めることも増えてきており、消費者が日本語で書

かれ、日本語で申し込みができるため、日本人の

日本のサイトだと思い込んで契約したが、海外と

の直接契約になり、トラブルになったときには海

外の窓口に相談するしかないため、国民生活セン

ター、CCJ という越境取引相談センターができて

いるので、ご紹介したりします。こういう外国事

業者とのトラブルも増えてきています。 

 また、クレジットカード決済の場合には、契約

の成立が手配旅行の場合には旅行業者の応諾メ

ールが発信されたときですけれども、パックツア

ー等ですとクレジットの決済にＯＫが出たとき

に成立してしまうというような条件によっても

時期が違ったりします。このような条件の違いに

よる契約の成立時期について、消費者が理解しに

くいためのご相談もあります。 

 本件では具体的には出ませんでしたけれども、

キャンセル料の問題で、金額が国によって多額に

なってしまったりということで、承継法の平均的

損害額等の兼ね合いということで交渉するケー

スなんかもございます。 

続いて、相談事例の 4 のオンラインゲームをご

紹介します。国民生活センターの注意情報ですが、

消費者庁でも昨年、やはりソーシャルゲーム、口

コミサイト、サクラサイト等の注意喚起している

ので、ご承知の方も多いかもしれませんが、オン

ラインゲームが無料ということで使いだしても、

中のソフトやアイテムを購入するのに有料にな

りクレジット決済をしたりしますよね。 

それだけではなくて、利用者が子どもさんとい

うケースで、パスワードの管理というところで消

費者の理解の問題として、お子さんだけではなく

て、クレジットカードの管理と、オンラインゲー

ム上の有料のアイテムの購入の仕方でトラブル

になるケースが増えてきています。 

 今回の事例は、お子さんの名前がパスワードだ

ったということで、お子さんが偶然使えてしまっ

たというケースです。消費者相談窓口にご相談い

ただく場合には、クレジットカード会社とか、サ

イトの運営事業者によっては、1 回限りという条

件などはありますが、事情によってはアカウント

を削除して請求を未成年者取り消しで対応して

いただけることがあります。クレジットカード会

社も支払いのキャンセルに応じてもらえる場合

がある。という情報は、一般の方には判らない事

です。通常、ご自身で自主的に交渉をすると解決
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ができない。子供にパスワードを使われたのはあ

なたの管理が悪いということで、事業者からは一

切救済が行われずに全額支払わなければいけな

いというケースが殆どでしょう。 

 私は、いろいろな消費者被害、高額にはなりま

せんが日々の生活の中で起きている被害で、救わ

れる方と救われない方が出てしまったり、事業者

側の消費者への情報提供ですとか、対応が変わっ

てしまうのは、非常に不公平だと思います。なの

で、新しい制度によって公平に救済されるか、も

っと言えば被害が抑止されるような、事前に改善

していただけるような使われ方が行われればい

いなと思っております。 

【金子】：井口先生、お願いいたします。 

【井口】：私は、外資系の事務所（の弁護士）と

いうことで、日本版の今回新しく制度化されるこ

とになる消費者裁判手続の特例法の手続きを、ア

メリカ版と日本版でどのぐらい違うのかとか、何

か面白いことが言えないだろうかと思っており

ます。 

 先ほど、小田さんのほうから詳細な説明があり

ましたけれども、今回新しく制定され、施行され

ることになる消費者裁判手続特例法の中身をち

ょっと話してみたいと思っています。（配付資料

参照説明） 

 1 番に、基本的な考え方というのを書いてみま

した。①に適切かつ迅速な処理。要するに簡単な

手続きでとにかく早く被害者を救済しようとい

う考え方が基本にあります。そのためにややこし

いこととか、面倒くさいことはやらないようにし

ようということで手続きを進めていくという形

になっています。 

 ②番、被告事業者が損害額についておよそ見通

すことができ、十分な攻撃防御ができること。被

告になる側というのは事業者さんですけれども、

事業者がやったことでどのくらい損害が発生し

ているか大体分かれば、それに向けて裁判上どん

な反論とか、どんな防御ができるかが分かるよう

なことにしようということです。 

これは、加害者側が手続きにできるだけ協力し

て、手続きを早く終わらせて、それがひいては消

費者の救済につながるというシステムになって

いるのだろうと思っています。 

そういう（関係にある）ので、加害者側もあま

りに協力できないような制度だと協力しないの

で、消費者の救済にもつながらないことになろう

かと思います。この 1 番に書いた①番と②番の基

本的な考え方が制度全体に貫かれているのがこ

の新しい制度の特徴だと思います。 

 次の 2 番に、被告の範囲を挙げました。加害者

側、事業者さんというのはどういう人を含むのか

ということです。先ほどからの説明に私が一つ付

け加えるとするならば、外国の事業者さんも日本

国内で事業を行っている場合には、条件（として）

日本に裁判管轄権があればですけれども、訴える

ことができるということが一つ大きなポイント

だろうと思います。ただし、外国に本社を置いて、

日本の消費者を相手に事業をやっていれば相手

にならないので注意が必要です。 

被告になる事業者さんには、２種類あり、消費

者契約の相手方と不法行為の行為者ということ

になっています。1 つ目は、消費者契約の相手方

である事業者。消費者契約というと、きっちり契

約していなければいけないのか、そんなことはな

いです。形の上で契約があれば、厳密に契約が成

立している必要はない。あるいは、契約が解除さ

れた場合でもよいので、契約がそもそも成立して

いないから、被告にはならないという話にはなら

ないということです。 

 ここに契約上の債務の履行とか、不当利得とか、

債務不履行、瑕疵担保責任と書いてありますけれ

ども、例えば契約があたかも成立したかのように

装って金を払えというような話も、ここの範疇に

入るだろうと思っています。 

 2 つ目の不法行為関係に関しては、契約関係に

ない人でも被告となる事業者が出てくるという

ことです。不法行為というと、道端で事故という

ような、全く関係のない人が加害者になって訴訟

の被告になるかというと、それは違う。 

先ほど基本的な考え方の②番にも書きました
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けれども、今回の新しい制度の被告になる事業者

は、損害額についておおよそ見通しがついて十分

な攻撃・防御ができることが前提なので、不法行

為と大きくくくっても、何らかの関係があって、

自分が将来訴えられるかもしれない、訴えられた

ときはこのぐらいの損害賠償をしなきゃいけな

いということが想定できるような人が予定され

ています。 

 履行する事業者とか、勧誘をする事業者とか、

勧誘をさせる事業者とか、勧誘を助長する事業者

とか書きましたけれども、要するに契約の周辺に

いる人たち、消費者契約の消費者に何らの関係が

ある人たちを事業者として、この新しい制度の被

告の範囲に含ませようという趣旨になっていま

す。 

 では、この新しい制度で請求できる金額はどの

範囲なのか。損害の填補、例えば商品を買った代

金とか、抽象的なイメージを抱いていただけると

いいと思います。拡大損害、人身損害、逸失利益、

あと慰謝料は含まないことになります。 

例えば商品を買ったのだけれども欠陥商品で、

その代金を返せという話はできるけれども、さら

に、その欠陥によってけがをして、その治療費と

か、どんどん広がっているもののは含まないこと

になります。含まないから救済できないのではな

く、それは別途やってもらうことにして、この手

続きに載せないということです。 

 4 番に事業者の手続きを書きましたけど、こん

なに面倒くさいのですよという話をしたかった

ので書きました。「この手続きで訴えられると、

事業者さんは面倒くさいことになりますよ」とい

うことです。 

 裁判に巻き込まれた事業者はどうなるか。裁判

所に行かないと敗訴しますので、裁判に応訴せざ

るを得ないですが、自分で防御すると十分なこと

ができなくて失敗して負けちゃうから、弁護士を

頼みます。 

 では、弁護士を頼むとどのくらい費用がかかる

か。「先生、費用はどのぐらいですか」とよく聞

かれるので、そのへんをちょっと言ってみたいと

思っています。 

だいたい、目安としては、請求する金額の、ザ

ックリ言うと 10％から 15％ぐらいを考えるのが

普通かもしれません。もちろん事案が請求金額の

わりに複雑で面倒くさいとか、いろいろな事情が

あればどんどん高くなりますし、「簡単だからこ

のぐらいでいいよ」とおっしゃる先生もいるかも

しれませんけど、普通はあまり言わないと思いま

す。 

 例えば 1 億円訴えられると、だいたい 1,000 万

ぐらいは弁護士費用で取られるよと考えていい

のではないかと思っています。事案が複雑だとも

っとかかります。タイムチャージにすると果てし

なくかかります。タイムチャージにすると恐ろし

いことになって、5 年ぐらいやると弁護士費用が

1 億円超えてしまうこともよくあることです。で

すから事業者は訴えられると大変、手続きも面倒

くさくお金も掛かりますよということを言いた

いのです。 

 アメリカの集団訴訟、クラス・アクションと書

きましたけれども、アメリカは消費者に限らない

ですが、被害者がたくさんいるような事件が発生

したときに、クラス・アクションという制度があ

ります。 

アメリカのクラス・アクションのようになって

はいけないという話があります。では、アメリカ

のクラス・アクションはどうなのか少し説明した

いと思います。 

 アメリカのクラス・アクションの場合は、誰が

原告になるかというと、日本のように特定適格消

費者団体ではなくて、被害者が原告になります。

被害者をまとめて訴訟を行うことになります。ア

メリカでは、ご存じの方も多いと思いますけど、

成功報酬弁護士という人たちがいます。到底無理

だろうと思うような裁判を勝ったら弁護士費用

を払ってもらうが、負けたら要らないという形で

引き受ける弁護士のことで、アメリカの裁判とか、

世の中をつくっていくのは、この成功報酬弁護士

とも言われています。 

 有名なのは、マクドナルドのハンバーガーを食
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べ過ぎて、子どもが病気になってしまってマクド

ナルドを訴えるといった事案です。 

 その成功報酬弁護士等がいるので、訴訟費用を

気にしない。一般の消費者は弁護士費用を気にし

ないで裁判を起こせる環境があるから、被害者が

ある程度まとまったら裁判をやるということに

なるわけです。 

逆に言うと成功報酬弁護士が、これは面白そう

だ、金になりそうだと思ったら被害者を集めるの

です。被害者が出ているといううわさを聞き付け

たら、被害者集まれ、私が裁判やりますよ、私が

裁判やったら金取れますよということをやる弁

護士がいる。それである程度被害者がまとまって

いきます。 

 裁判をやるときは、被害者を全部集める必要は

どこにもなくて、ある程度の人数の被害者を集め

て裁判を起こしてやっていけばいい。これは後で

書きましたけども、オプト・アウト型という形式

になっています。同じような利益、利害を持つ人

を集めて裁判をやるのですけど、代表的な人がや

ると判決の効力は同じような事案の被害者に及

ぶのです。だから、その被害者が、私はこの裁判

の結果を受けたくないと思ったら除外してくれ

という申し立てをしなければいけないという仕

組みになっています。 

 日本の場合は、被害者がこの機会にこの裁判に

加わりますと入っていく形式で、オプト・イン型

といっています。オプト・イン型では、自分から

参加しますと言っていかない限り、手続にも参加

できませんし、裁判の効力も及びません。アメリ

カは、そこも大きく発想の出発点が違うというこ

とです。だから、アメリカの場合は、適当な、代

表的な被害者を集めて裁判をやれば、全体に及ん

でいくことになります。 

 陪審制というのは、日本では裁判員制度が始ま

って久しいですけれども、一般の市民が裁判に参

加して、市民的な感覚、一般常識的な感覚で判断

に入っていくという手続きになります。 

 この陪審制というのは、良くも悪くもいろいろ

なことがありまして、法律論による判断ではない。

陪審員には法律論は必要ないです。だから、例え

ばこの被害者はかわいそう、本当にこんなひどい

目に遭ってこの被害者はかわいそう、この企業は

何なのよというところで勝負が決まったりする

ことがあります。例えばアメリカのクラス・アク

ションをやるときに、被害者の中でかわいそうな

人を選ぶという戦略があります。 

 具体的には、母子家庭でものすごく貧しくて、

それで見た目もちょっとか弱そうな人、裕福そう

な方が出てきては駄目なのです。かわいそう、も

う陪審員の前に出てきただけでこの人を助けて

あげたい。こんな人を被害者にしてどんなひどい

企業というイメージづくりから始まったりしま

す。ですから、陪審制も、非常にこのクラス・ア

クションには大きな影響を与えていきます。 

 訴訟対象は無限定と書きましたけども、日本み

たいに訴訟の対象は消費者関連のものだけでは

なくて、証券関連訴訟と書きましたけれども、想

像を超えるような裁判が結構あります。私は実際

にそういう事件を担当したわけではないですが、

弊事務所のアメリカの裁判をやっている弁護士

から聞いた話です。 

 例えば製品に欠陥がある。これは購入した人た

ちが欠陥商品を買わされたからクラス・アクショ

ン、集団訴訟を起こすというのは普通の話です。

実は、その製品をつくっている会社側は、欠陥が

あることをしばらく隠していようとか、いろいろ

なことを考えるわけです。欠陥があることが分か

った段階で、例えばリコールをして、すぐに対処

すればいいのですけれども、しばらく隠していた。 

 どういうことになるかというと、その製品に欠

陥があることが表沙汰になると株価が下がりま

す。例えば欠陥があることが社内で分かったにも

かかわらず隠していた時期があったとします。そ

うすると、その隠していた時期に株式投資をして、

その会社の株を買ってしまったとか、その欠陥が

発覚した途端に株価が下がって大損をする人た

ちというのが出てくるわけです。その人たちが、

損をしたということでクラス・アクションを起こ

すのです。 
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 だから風が吹けばおけ屋のような話が、実はア

メリカのクラス・アクションでは多いという話を

聞きました。リコールがあったら、「よっしゃー」

という成功報酬弁護士が出てくるわけです。リコ

ールがあった、リコールのある直前に株を買った

人はいないか、損をした人がいるのではないか、

それを集めてこのクラス・アクションをやるとい

うのが結構あるみたいです。アメリカでは、そう

いう弁護士はプライベートジェットを持ってい

るとも聞きます。日本ではちょっとあり得ないで

すけども。 

ということで、アメリカのクラス・アクション

の訴訟対象にはそういうのも含まれている。これ

はさっきの損害の話にもつながって、どこまで請

求できるものに含まれるかというところにも関

係していると思っています。 

 あと、アメリカには、松本先生もさっきおっし

ゃっていました、懲罰的な賠償があります。懲罰

的賠償は、例えば事案が非常に悪質、悪意でやっ

ているとか、そういった場合には 3 倍賠償といっ

たものがあります。 

 例えば、タバコ会社がタバコを吸い続けるとガ

ンになることが分かっていたにもかかわらず、警

告をしないでタバコを売り続けたとすると、実際

に警告がない時代にタバコを吸い始めてガンに

なった人に対しては懲罰的に賠償をしなければ

ならない場合がある。一人あたり 7 億円とか、15

億円とか、そんな賠償が認められた例もあるとい

うことを聞きました。 

 このような懲罰的賠償もクラス・アクションの

中で請求していける範囲になっています。 

アメリカのクラス・アクションはこんな状態で

す。 

これに対して、日本の制度は、濫訴を防止する

ということで、かなり限定的になっています。原

告になる人も限定され、請求できる内容も限定さ

れ、請求できる相手も限定されているということ

で、非常に限定的です。後から出てくる制度のほ

うが前の制度よりいいということもあります。先

の例を見て、自分はこうなってはいけないのだと

いうことでやるので、日本の制度は非常によくで

きているのではないかと私は思っています。 

 6 番の事業者にとっての日本版クラス・アクシ

ョンはどういうものか。いくら日本の制度がアメ

リカほど極端でないとしても、事業者にとっては

脅威になると思います。事業者にとって、今後こ

の新しい制度ができてからは、消費者は少額の損

害で泣き寝入りをしない。手続きが簡単になって、

費用もそんなにかからないということであれば

泣き寝入りはしない消費者、被害者も増えてくる

だろう。逆に事業者にとっては、このぐらいいい

だろうと本気で損害賠償なんかしないよと甘く

思っていると、とんでもないことになるというこ

とです。 

 今回の新しい制度では、特定適格消費者団体が

原告になるので、消費者一人一人ではできない専

門的な訴訟運営が行われる。被告になった事業者

は、弁護士を付けて本格的に争っていかないと負

けてしまうことになります。 

もちろん、裁判に巻き込まれればいろいろな対

応をしなければいけない、いろいろな手続き上の

義務が出てきますので、面倒くさい話になります。 

勝訴率は高いかですけど、アメリカのクラス・ア

クションの話を聞くと、さっきの株式の価格が下

落して損をした事例では勝訴率が結構高いとい

う話を聞いたことがあります。日本の集団訴訟は

やってみないと分かりませんけれども、勝訴率は

高くなる可能性はあると思います。 

特定適格消費者団体も素人ではありませんし、

いろいろ吟味をした上で訴えを起こすことが想

定されますので、これを起こされたら事業者側は

非常に不利になるだろうと予想される。事業者が

敗訴する率は高くなるかもしれないなと思って

います。 

 事業者の今後、事業者としたらどうしたらいい

のか、これからどう心得たらいいのか。当たり前

の話ですけど、悪徳商法はしない。悪徳商法はも

う通用しないということは考えていかないとい

けない。 

あと、消費者をなめていたら痛い目に遭うとい
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うことです。安い商品を大量に売って、商品に欠

陥があって被害がある、それが例えば単価が安い

商品で欠陥があるとか、実は効能が真っ赤なうそ

だったということがあったときに、消費者は安い

ものを買ったのだからしょうがないと思ってあ

きらめるのか、それともこの集団訴訟的なもので

幅広く救済を求めていくことになるのか、やって

みないと分かりませんけれども、そういう訴訟が

起きる可能性はあるだろうと思っています。 

 それから、事業者としては、問題が起きたとき、

例えば商品に欠陥が見つかりましたと思ったと

きには、とにかく自主的に対応し始めたほうがい

いのではないかと思っています。商品に欠陥があ

ったらもう公にして回収をして、買ってしまった

人には「すいませんでした」と代金を返すとか、

できるだけ早めにやったほうがいいのではない

かと思っています。 

この手続きとの関係でいうと、この今度新しく

できる集団訴訟は、被害者が相当多数という要件

があります。ある程度の人がまとまって多数いな

いとこの訴訟というのは成り立たない。例えば商

品に欠陥があったことが発覚した、会社としてす

ぐに対応を始めて、商品の回収をして、全部お金

を払い戻すとか、何らかの対応をしていくと、被

害者が減っていくということになります。 

被害者が減っていくと、そもそも要件の相当多

数という要件を満たさなく可能性があると思い

ます。なので、企業としては、何か問題が発覚し

たら早く手を打つというのも一つかなと思いま

す。 

 裁判を起こされる前に早く対応すると、そもそ

も裁判を起こされない。また、裁判が起きてから

は、まじめに被害者救済に努めれば、途中で裁判

を終わらせることができたりするので、とにかく

問題が発覚したら誠実に対応するということを

心掛けるというのは、これからの事業者には求め

られることかなと思います。問題を隠していたら

大変なことになるということです。 

【金子】：先生方、どうもありがとうございまし

た。先生方にお願いした報告の役割を説明します。

松本先生には、実体法、消費者法からの見地、小

田先生には今制度の実施のため、その立法の過程

等についてのご説明、唯根先生については実際の

消費者が直面する問題について、井口先生には事

業者側からどう対応するかという点と、日本型ク

ラス・アクションという表現が使われることが多

いので、アメリカのクラス・アクションと新しい

日本の制度がどれぐらい違うかご説明いただく

お願いをしておりました。 

 もう一つ、唯根先生が挙げていただいたように、

最近の消費者の被害にインターネットに関連す

る問題が非常に多いところが、今度の制度の立法

過程で議論されている事象と若干ずれがあるの

ではないか。法と経済学学会というのは、まさに

その政策をどううまくやっていくかも研究の対

象ですので、ご説明、ご報告いただくようにパネ

リストの先生方にはお願いしてありました。 

 最後になりましたが、私は東京工業大学の金子

宏直と申します。私の専門は民事訴訟法なので、

この制度を突き詰めれば突き詰めるほど、非常に

謎の多い制度になっております。消費者団体訴訟

と書いてあるのですが、「消費者、団体訴訟」で

はなくて、「消費者団体、訴訟」なのだと思いま

す。そのため非常に議論が複雑になり、従来、集

合訴訟とクラス・アクション、父権訴訟等いろい

ろな用語が出てきて、それぞれ制度が違うといっ

た議論が山ほどある一方、ある意味不毛な側面が

あった。やはり制度の本質として日本が設けたの

は、消費者団体に訴訟を任せる制度をつくったと

いうことで、沿革的にどうかよりも、むしろどう

機能させていくかという議論が非常に大事かと

思います。 

 今回、民事的な救済の説明が多かったと思いま

すが、『論究ジュリスト』の 2015 年冬号、12 号

に、行政法の先生たちを置き去りにしてこの制度

ができたという特集がございます。この特集を読

んでいただければ行政法の議論と今回の制度と

の関係がお分かりになるかと思います。 

 先生方から補足、各先生方の報告への追加説明

等、その後質疑応答等を受け付けたいと思います。
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では、小田先生からお願いします。 

【小田】：この消費裁判手続特例法で団体をどの

程度勝訴するのかという問題があります。私個人

の見解ですが、団体が勝つことが必ずしも多くな

いのではないかと思うところもあります。 

 それはなぜかと言いますと、井口先生の話にも

ありましたように、この制度があることによって

事業者の対応はかなりよくなるのではないかと

思っています。要するに何か問題があったときに

この制度で訴えられ、弁護士費用がかかったり、

手間がかかったり、損が多いことになる制度があ

ることによって、事業者の消費者対応がよくなっ

てくると考えています。この制度によって日本に

もたらすものは何かといったら、そういうものが

あると思います。 

 事業者の消費者対応がよくなると、この制度が

本当に活躍する場面、それは事業者にそれ相当の

言い分もあったけど、消費者にとっても相当にこ

れは困ったという難しい事案ではないかなと思

っています。 

 そうすると必ずしも団体が勝訴するわけでは

ないのではないかなと思います。ただ、今のは僕

の希望的な意味で、この制度によって事業者対応

がよくなってくれれば、団体が勝てる案件ばかり

ではないだろうなという気はしています。 

【松本】：私は最初に消費者契約法の差止めの話

をして、それからこの集団的な被害回復訴訟の話

をしたわけですけども、できあがった消費者裁判

手続特例法を見ると、消費者契約法に基づく差止

請求制度の横出しなのです。消費者契約法上の差

止めというのは、今後こういうやり方で勧誘する

なというだけで、その勧誘によってすでに被害を

受けた人の救済は、従来通り個別に訴訟をやるな

り、グループをつくって弁護士を探してやるなり

しなさいというものだった。それがこのたびセッ

トになった。将来やるなということを消費者団体

が裁判で求めることができるのに加えて、過去の

この種の商法による被害についても被害者全員

を救済せよということも言えるようになったと

いう点で、事前の差止めのみならず事後的な救済

も両方できるようになったということで、従来よ

り救済面がプラスされているというふうに見る

のが一番分かりやすいと思います。 

唯根さんのところの団体でももう 100 件ぐら

い…。 

【唯根】：訴訟ではなくて差し止めの申し入れで

す。 

【松本】：差止めの申し入れをしているから、損

害賠償、あるいは返金の方も恐らく同じ数だけあ

るはずです。事前の予防と事後的救済という両方

を消費者団体ができるので、裁判を起こされる前

にもう止やめておこうかとか、返金しようかとい

う事業者がたくさん現れるようになれば、小田さ

んがおっしゃったように、コストを掛けないで、

いい方向にいくことになるのでしょうけども、こ

の点はちょっとふたを開けてみないと分からな

いところが実際はあると思います。 

 それからこの制度は、最後の段階で、濫訴防止

を口実にしてちょっと制限がかかったところが

あります。それは、いつ契約をしたかによって、

この制度に乗ることのできる消費者と乗せても

らえない消費者が出てくるという点です。来年

12 月の施行日より前に契約をした人は、この集

団的救済には入れてもらえません。同じやり方で

同じ契約をしていても、いつ契約したかによって

のけ者にされるということになりました。 

 そこで法律の付則の中で、そういうのけ者にさ

れた消費者については、国民生活センターがやっ

ております ADR 制度を活用して救済するように

と書かれております。 

 ところが、ここでいう国民生活センターの ADR

というのは、ADR を消費者団体が申し立てること

ができるという集団 ADR の制度ではなくて、ADR

自体は個別の被害者が申し立てる、あるいは被害

者が何人かで申し立てるという従来型の制度で

す。訴訟の第 2 段階の手続のみを個別に ADR で行

うという感じになります。 

【唯根】：適格消費者団体として、特定適格消費

者団体になれるかどうかという検討は始めてい

るのですが、今の団体の運営状況でいきますと、
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とてもこの訴訟制度を運営していくのに費用が

かかるので、その資金をどうしようか、どこから

集めて来ようかというのが現実的な課題であり、

それを誰が行うのかというのが、私たちの率直な

感じです 

【井口】：ふたを開けてみないと分からないのは

本当です。アメリカみたいになるとは思えないで

すけども、今おっしゃったみたいに特定適格消費

者団体として、どこが手を挙げるのかというのも

非常に難しい問題かもしれません。 

【金子】：フロアから何かコメントやご質疑があ

りましたらお願いします。 

【森】：熊本大学の法学部の森と申します。小田

先生と井口先生にご質問です。お二人の先生は特

に濫訴についてご心配されており、制定過程でも

濫訴が心配されて対応がなされたわけですけれ

ども、日本の場合、むしろ立派な制度をつくって

もあまり利用されないのではないかという心配

のほうが濫訴よりも重要な気がしています。適格

消費者団体も、この資料を見ますと、消費者契約

法の消費者の団体訴訟が 11 団体しかないので、

その中でさらにまた選ぶと 11 団体よりももっと

減る。 

実際にどれぐらいこれを本当に使われるのだ

ろうかという心配のほうが重要な気がするので

すけど、そのあたりをお伺いできればと思います。 

【小田】：それは先ほど私のコメントと似たよう

な部分があります。この制度の目的は何か、消費

者団体に訴訟を起こさせることが目的なのかと

いえば、それは違います。消費者被害をなるべく

少なくさせることがこの制度の目的だと考えて

います。 

 その達成の方法としては、やはりこの制度本来

の在り方として裁判によって被害回復がされる

ことも一つではありますが、この制度があること

によって事業者の対応がよくなることによる消

費者被害の減少もあるのではないかと思ってい

ます。 

 こういうふうに考えたときに、やはり制度に対

する信頼性がどこで担保されるかといったら、こ

の制度で団体が起こす裁判は、信頼性というもの

がやはり必要ではないか。 

 特に、こういうのは濫訴になりますというのを

しっかりと明記しておくというのは、制度全体の

信用性を高めて、その制度があることによる効果

をさらに大きくすると思っています。 

【井口】：私も何度も繰り返して言っていますけ

ど、要件にはまらないように事業者が心掛けてい

くという意味では小田さんと同じで、この制度が

あることによって事業者がどれだけちゃんとや

っていくか期待できるかなと思っています。 

【金子】：もう一人ぐらい質問が大丈夫だと思い

ます。 

【古城】：上智大学の古城です。私も先ほどの質

問と同じで、この制度には過剰な訴訟インセンテ

ィブを起こすような魅力はなくて、むしろ今まで

損害賠償を取れなかった人が取れるようになる

というだけで、二次的な抑止効果は非常にささや

かなものではないかと思います。 

 それともう一つは、たぶん学者は間接抑止のほ

うに期待しているけども、そうではなくむしろ今

まで訴訟を起こすのに比べて賠償額が少ないの

で我慢して泣き寝入りしていた人が訴訟ができ

救済を受けられる。それで付随的に抑止効果があ

るので、むしろ徹底して救済できると動かしてい

ったほうが、制度のもともとの性格にあい定着も

いいのではないかと思います。 

訴訟も、ひどい事件なのだから訴訟を起こせな

いというものを、どんどん適格団体が拾って、弁

護士を付けて必ず勝つ、訴訟をボンとやれば非常

に効果もある。負けるような訴訟をチャレンジン

グにやるのは先の話だと思います。 

【松本】：先生のご意見に全く賛成で、きちんと

救済がなされることによって、結果として抑止を

実現しようということす。 

 前半の濫訴の話は、これは国会を通すための理

由付けだと思います。日本でかつてアメリカで問

題となっているような濫訴が起こったことはな

いわけなので、今後とも起こらないでしょう。そ

ういう意味でアメリカのような状態にはなりま
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せんということを、濫訴を抑止するためという表

現にしている。 

【古城】：僕のほうからは聞きづらい話なので、

松本先生がそうおっしゃるならそうなのだなと

思います。 

【金子】：本日のパネルセッション、どうも長い

間ありがとうございました。 
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◆法と経済学会・第１３回全国大会 講演報告◆ 
 
□特別セッション 

 
【村松】：これより法と経済学会特別セッション

「法と経済学をどう教えるべきか」を始めます。

司会、進行をさせていただきます、村松です。最

初にパネリストの田中先生、次に私、その次に柳

川先生に、それぞれの授業の実践と、実践の中で

の課題についてお話いただき、そのあと、少しパ

ネリスト同士で話し、フロアの方といろいろと意

見交換をしたいと思います。 

その前に、ご参加の皆さんに伺いたいことがあ

ります。この中で「法と経済学」またはそれに近

い講義を実際に担当されている方はどのくらい

いらっしゃいますか（参加者 5，60 名のうち、十

数名が挙手）。法学部で法と経済学を教えていら

っしゃる方？（5，6 名程度）。経済学部で法と経

済学を教えていらっしゃる方？（5，6 名程度）。

ありがとうございます。では、皆さんの所属され

る大学には、法学部にも経済学部にも「法と経済

学」という授業がないという方はどのくらいいら

っしゃいますか（半数程度）。授業のない大学も

多いですね。 

実は、どう教えるべきか以前に、どうすれば多

くの大学で教えてもらえるようになるのかも重

要ですが、行われている授業についても、法学部

でどう教えるか、経済学部でどう教えるかについ

て手探りの状態だと思います。この場を借りて

「法と経済学」の教育のあり方について意見交換

をしたいと考えております。 

では、最初に田中亘先生、よろしくお願いいたし

ます。 

 

『法と経済学をどう教えるべきか：東京大学法科

大学院での講義経験から』田中亘 

 

【田中】：おはようございます。ご紹介にあずか

りました東京大学の田中です。東京大学法科大学

院での講義経験を基にお話ししたいと思います。 

講義の概要 

【田中】：東大の法科大学院では、発展科目とし

て 3 年次の履修科目で後期週 1 コマ、1 時間 40

分の授業をおよそ 13 コマで教えております。テ

キストは、スライドで示したよう、Steven 

Shavell の『ECONOMIC ANALYSIS OF LOW』の翻訳

です。私が訳にかかわったのですが、これを用い

ています。 

授業で扱っているテーマについても、スライド

に（「基礎概念：効率性･合理性」以下）掲げまし

た。 

 

『法と経済学をどう教えるべきか』      
                       日時：2015年7月5日（日）10:00～12:00 

場所：東京大学本郷キャンパス  

（法学政治学系総合教育棟101教室）  

                    パネリスト： 村松 幹二（駒澤大学） 

田中 亘（東京大学） 

柳川 隆（神戸大学） 
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結構いろいろなことをやっているように見え

ますが、このうち最後の「行動主義経済学」は、

私が関心を持っているため最後に 1 回だけ、法と

経済学のフロンティアということでやっていま

す。それから、「厚生経済学と道徳」も 1 回だけ

です。ほとんどの回は不法行為と契約に割いてい

ます。 

最初に基礎概念を教え、次に外部性の話をしま

す。ここまでで 3～4 回になります。あとは不法

行為法に 4 回、契約に 3～4 回はかけています。

これも人によって考えが違うかもしれませんが、

基本は契約と不法行為であって、ほかの分野は多

分にその応用であるという考え方から、「法と経

済学」では契約・不法行為に重点をおいて講義し

ています。 

価値判断基準について 

【田中】：特に法律系の学生に教える場合、やは

り最初に、価値判断基準をどこにおいているのか

ということに触れざるを得ない。そうなると、効

率性とは何かという話になります。ご承知のよう

に効率性概念にはパレートの意味の効率性と、カ

ルドア＝ヒックス的意味の効率性があります。 

パレートの意味の効率性とは、「ある社会状態

の変化が、誰にも不利益を与えることなく誰かに

利益を与えるとすれば、その変化は改善であると

判断する」ということですが、法律問題の多くは

トレードオフを伴います。例えば、不法行為の責

任を過失責任から厳格責任に変えれば、被害者に

とっては有利ですが、加害者にとっては一般には

不利になります。ですから、パレートの基準では

法律問題のほとんどは決定できないことになり

ます。 

そうすると必然的に、効率性といっても、その

意味するところはカルドア＝ヒックス的な意味

での効率性になります。即ち、「ある社会状態か

ら別の社会状態に移行するときに、不利益を被る

人の不利益を補って余りある利益が別の人に生

じる場合は、実際にその不利益を被る人に対して

補償がなされなくても、その変化は改善であると

考える」ということです。 

厳密には、カルドアの意味の効率性とヒックス

の意味の効率性は、誰から誰に対して補償するか

いう点において異なりますが、実のところ、いわ

ゆる offer price と asking price、つまり、個

人が支払う用意のある価値と受け取る用意のあ

る価値の違いを捨象することが、かなり多くの法

と経済学の分析では一般的なので、授業では、そ

の違いを説明はしますが、「多くの分析では､違

いを捨象する」と断って、後は違いに触れずに説

明することが多いです。その上で、ラフにいえば

「パイを大きくする」、そういうものが効率性の

考え方だと説明します。 

効率性について説明したうえで、なぜ法と経済

学が、一般に、効率性を価値判断基準にしている

のかということを説明しています。それについて

は、社会全体のパイを大きくするというのは、望

ましい法のルールが何かを判断する上で唯一の

基準とはならないとしても、重要な判断要素の一

つには違いないだろう。従って、パイを大きくす

るルールが何かということを検討することには

意義がある。しかし、それは、効率性以外の他の

判断要素が重要になる可能性を排除するもので

はない、ということを、最初に説明するようにし

ています。 

法と経済学の授業に出てくる人は、初めからあ

る程度、効率性という概念に親近感を持っている

から講義に出ている、ということもあるかもしれ

ませんが、多くの学生がこのような説明で納得し

ているように思います。ただ、シャベルの教科書

を使っているときに若干困るのは、実はシャベル
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という人は、いわゆる基数的な効用概念に立って、

効用は足し合わせることが可能であるという考

え方の下に、その効用の関数である社会厚生を最

大化するのだと考えます。多くの場合、彼は効用

を単純に足し合わせるという功利主義的な社会

厚生関数を考えているので、効用の総和を最大に

するという基準です。 

しかし、カルドア＝ヒックスの効率性基準は、

序数的な効用概念を基礎にしているといわれて

います。つまり、効用間の個人間比較ができない

ことを前提にして、なお、トレードオフが生じる

状態での価値判断を行おうという話です。ですか

ら、カルドア＝ヒックス的効率性基準と、シャベ

ルの考える基数的効用概念を前提とする社会的

厚生最大化基準は、原理的には非常に異なる基準

であるはずです。 

ところが、シャベルは――これは彼の業績をお

読みいただいた人はご存じかもしれませんが―

―、法制度と所得の再分配政策とは厳密に分ける

ことを提唱しています。一般に、所得に対して強

い凹関数であるような効用関数を前提するにす

ると、富める人から貧しい人に所得を分配するこ

とによって、社会厚生は増大するわけです。ただ

それは、契約法とか不法行為法といった法制度に

よって行うのではなく、所得再分配制度によって

行うべきである。その点で、2 つの制度は完全に

分けるべきであるという考え方に立っているの

で、実際の分析では、そのような所得再分配政策

ができるという前提の下で社会厚生を最大化す

るような法制度を分析することになり、それは結

局､社会のパイを大きくするような法制度がよい

ということになって、カルドア＝ヒックスの意味

での効率性基準とおおむね一致することになり

ます。 

そういうわけで、授業では､カルドア＝ヒック

ス基準とシャベルの採用する社会的厚生基準は

原理的には非常に違うのだけれども、実際の帰結

においては大体同じになっていると説明してい

ます。このあたりは、ほかの先生方はどういうふ

うに教えておられるのか、聞いてみたいところで

はあります。 

法のルールの基本的役割：インセンティブとリス

ク分担 

【田中】：そのように効率性について説明した後

で、その効率性を増進する上で、法のルールがど

ういうふうに役立つのかという話をします。その

際にはインセンティブとリスク分担というもの

が重要になる。インセンティブというのは、大ま

かにいうとパイを大きくするような行動を当事

者にとらせる、そういう動機付けをすることとで

す。 

それからリスク分担です。多くの場合、個人は

リスク回避的であると考えられるため、リスク回

避的な当事者にリスクを集中させるようなこと

を避ける。例えば、もしリスク中立的だと分かっ

ている人がいれば、その人にリスクを負担させる

がいいですし、皆がリスク回避的であれば、なる

べく多くの人でリスクを分散するような形にし

た方がいいということです。このインセンティブ

とリスク分担が大事なのだということを、授業で

は繰り返し伝えるようにしています。 

不法行為法の経済分析 

【田中】：それから、各論に入っていきます。不

法行為法の授業では、シャベルのテキストでいう

と第 8 章から始まりますが、この章は、経済分析

の一番基本的な箇所なので、ここを何回もかけて

説明します。不法行為法の経済分析には、一方的

な事故という、加害者だけが事故を防ぐための行

動をとれるというケースと、双方的事故という、

加害者と被害者の両方が事故を避けるための行

動をとれるというモデルがある。さらに、その二

つのモデルの中に注意水準だけがコントロール

できるというモデルと、注意水準と活動水準をコ

ントロールできる場合がある。 

このような基本的なモデルを、かなり時間をか

けて説明しています。こういう場合分けをして、

それぞれの場合にどうなるかを厳密に検討して

いくのが法と経済学の一つの売りと言いますか、
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大きな特徴だと思っているので、そこが分かるよ

うに結構しつこく説明しています。 

しかし、授業では、法科大学院の学生ですので、

数学についてはあまり前提にできないわけです。

一階微分さえ、高校のときにやっただけで、もう

錆びついているので、いきなり言われても戸惑う

というのが東大であっても現実ですので、シャベ

ルのテキストにあるように数値例を使って説明

して、「証明は省略しますが、これが一般的な分

析においても妥当するのです」という結論だけを

言うようにしています。あとは論文を引用して

「本当に関心のある人はこれを読んでください」

と言うと、やはりクラスの中で 1 人ぐらいは英語

の論文を読んでくる人がいます。 

その中で、ゲーム理論とナッシュ均衡という概

念を説明します。法科大学院の学生にとっては、

ゲーム理論もナッシュ均衡も、そこで初めて聞く

という人が多いです。双方的な事故の場合、被害

者の行動を前提にして加害者も行動する、加害者

の行動を前提にして被害者も行動するという、こ

ういう発想に慣れてもらう。それで、その解とし

てはナッシュ均衡について説明します。余裕があ

れば、会社法や倒産法を題材にして､ゲーム理論

がほかの制度分析にも有用であることを紹介す

るようにしています。 

契約法の経済分析 

【田中】：それから、契約法ですが、シャベルの

テキストでいえば 13 章と 14 章です。ここで共通

に主張されているのは、当事者間で対価の調整が

できることを前提にすれば、効率的なルールが当

事者双方にとって利益になるということです。 

例えば、借家契約において正当事由がなければ貸

主は借家契約の更新を拒絶することはできない

というルールと、定期借家契約という、あらかじ

め決めた期間がくれば家主は当然に更新を拒絶

できるというルールを考えると、直接的には定期

借家の方が家主に有利で借家人に不利です。しか

し、正当事由付きの借家契約から定期借家に変更

することが借家人の不利益を補って余りあるほ

どの利益を家主にもたらすのであれば、そこで対

価を調整する。つまり、家主に有利な定期借家に

替える代わりに賃料を下げることによって当事

者双方の利益になる。なぜなら、もし契約のパイ

がそれによって大きくなるのであれば、対価の調

整によってパイをいかようにも切り分けること

ができるわけですから、それを前提にすれば、パ

イを一番大きくするルールが当事者双方にとっ

て利益になることは、ある意味では自明なわけで

す。 

このような説明は、通常の法律学の授業ではま

ずなされないので、ほとんど学生にとっては、こ

れは初めて聞く説明になるわけです。この説明は、

契約内容に対して法が強行的な規制をすること、

例えば定期借家を禁止するとかいうことに対し

て、なぜ法と経済学は懐疑的になるのかというこ

との説明のために必要です。つまり、対価の調整

ができる場合は、効率的な契約ルールを作ること

は両当事者の利益になるので、黙っていても契約

当事者には効率的な契約内容にする誘因がある

わけです。それなのに、契約内容を強制的に法が

規制すると、両当事者が分け合うことのできるパ

イを小さくする恐れがあるため、一般的にはよく

ないといわれるわけです。 

しかし、私は契約の自由の原理的な信奉者では

ありませんし、現在の法と経済学が契約の自由を

原理的に信奉しているという印象を受講生に持

たせることも避けたいと思っています。この「対

価の調整ができることを前提にする」ということ

を明示することで、本当に対価の調整ができるの

かを受講生に考えてもらう契機になると思いま

す。 

例えば、対価の調整ができるとは、契約締結時

に、契約が生み出す期待価値を両当事者が事前に

予測して、その期待価値を適切に分配するような

形で対価を設定することができなければなりま

せん。しかし、いろいろと不確実性の多い契約に

おいて当事者はどこまでそれができるのか。また、

契約類型によってはこのような契約の期待価値

を予測する能力において、両当事者に構造的な格
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差がある場合もあるかと思います。事業者と消費

者間の契約とか、あるいは使用者と世間慣れして

いない労働者間の契約などを考えれば、契約がも

たらすリターンとリスクについて､両当事者は初

めから十分に予想しているというのは、むしろ現

実的ではないと思います。契約の期待価値につい

ての当事者の予測の能力に相当な格差がある場

合には、必ずしも対価の調節は行われない。そう

すると、例えば使用者は、雇用契約の内容は自分

に過剰に有利なルールにしたとしても、そこで賃

金を高くするといった形での対価の調整は行わ

ない。そうすると、雇用契約の内容は、単純に使

用者に有利になってしまうことはあり得るわけ

です。 

こういうふうに、法と経済学が考える前提が何

かを明示することで、本当にその前提が成り立っ

ているかを受講生に考えてもらうことも重要で

はないかと思っています。 

実際の法制度を意識した説明 

【田中】：その他に､講義で気をつけていることを

いくつかお話しします。さっきも言ったことです

けれども、数学的知識は前提にできないものです

から、数学的証明は、参考文献を refer するにと

どめています。その一方で、法科大学院の学生で

すので、現実の法制度については結構、勉強は進

んでいます。ですから、現実の法制度を意識した

説明を心がけています。何か実際の法制度から非

常に遊離したことを言っているという印象を受

講生に与えないように気をつけています。 

例えば、不法行為法の双方注意のモデル、つま

り、加害者・被害者双方が注意するモデルだと、

ここのスライドに示したどのルール（過失責任

（被害者の過失は考慮しないもの）､厳格責任＋

寄与過失、過失責任＋過失相殺）も、最適な結果

を実現することが､シャベルのテキストの第 8 章

で説明されています。この中で過失責任と厳格責

任＋寄与過失というルールは、これはご承知の方

が多いと思いますが、実は対照的なルールです。

つまり、加害者と被害者の役割を入れ替えただけ

で本質的には同じルールになっています。そのよ

うに見ると何かテキストで不自然に放置されて

いるように見える部分があります。それは、過失

責任＋過失相殺と対照関係にあるルールは何か

ということです。 

 

  

これは､シャベルのテキストに書いていないの

ですが、こういうルールです。 

  

 

いわば厳格責任＋寄与過失というようなルー

ルでして、これは、被害者に過失がなければ加害

者は常に損害を負担するという意味で原則、厳格

責任です。しかし、被害者に過失があると認めら

れる場合は、そのときに初めて加害者にも過失が

あるかどうか審査するわけです。そして、被害者

に過失があって、かつ、加害者に過失がないとい

う場合は被害者が損害を負担します。一方、被害

者に過失があって、かつ、加害者にも過失がある

場合は過失相殺になる。こういうルールが、過失

責任＋過失相殺と対照関係にある､厳格責任＋過

失相殺のルールです。実は、日本の自動車損害賠

償補償法は、このルールになっています（同法 3

条）。自賠法は、不法行為の領域では、日本でい

ちばんよく使われているルールですが、日本でい
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ちばんよく使われているルールが、実は厳格責任

＋過失相殺だということです。こういうことを言

うと、割と受講生は感心してくれます。 

もう一つ、現実の法制度との関わりを説明するた

めに、私が好んで使うのは失火責任法というルー

ルです。これは、失火者は、重過失がないと､失

火により他人に与えた損害に対して不法行為の

損害賠償責任を負わないというルールです。これ

は実務上も大事なルールと思います。現在の火災

保険は、基本的に、失火者は延焼した部分につい

ては責任を負わないので、延焼した住宅の所有者、

つまり被害者の側の負担になるから、住宅所有者

は自己の所有住宅の価値に応じた保険を掛けな

ければならないという形で､保険実務は動いてい

るはずです。 

 

 

 

この失火責任法というルールは、不法行為法の

基本的なモデルだと必ずしも十分に説明できな

い。つまり、基本的なモデルでは、日本の不法行

為責任の原則である過失責任（民法 709 条）の下

ですと、加害者は過失を犯さないわけです。合理

的な加害者は過失を犯しませんから、損害はいず

れにせよ、被害者の負担になります。このモデル

では、加害者に重過失があった場合はどうかとい

うような話は、無意味になってしまいます。にも

かかわらず、このような法制度が存在するのは、

個人は自分の行動を完全にはコントロールでき

ない、つまり、注意をしようと思ってもうっかり

不注意で失火を起こしてしまうことはある、そう

いう人間行動に対する認識が前提になっている

といえます。 

そのように、注意をしようと思っても過失を犯

してしまうという個人を考えたときに、失火によ

って延焼した損害について全部責任を負うとす

ると、通常リスク回避的だと考えられる個人に極

端な賠償リスクを負わせます。しかも、延焼によ

る損害は予測が困難ですから、保険も満足に掛け

ることはできない可能性があります。 

失火責任法ルールは、法のルールからインセン

ティブを課しても、必ずしも個人は自分の行動を

完全にコントロールできないということを前提

に、失火による延焼については、基本的には、失

火者一人ではなく、各延焼住宅の所有者が負担す

るということにして、リスク回避的である個人の

リスク分散を図る制度である、というふうに理解

するのがいいと思います。他方、失火者に重過失

がある場合は責任を負えといっているのは、個人

は完全には自分の行動をコントロールできない

かもしれないけれども、ある程度はコントロール

できるという考え方に立っています。つまり、失

火を完全に防ぐことはできないけれど、例えば自

分の部屋に爆発物などを置いておいたら危ない

ということは分かるわけですから、そういうこと

についてはコントロールできるという想定があ

るのだと思います。 

課題 

【田中】：最後に､講義をする上での課題と感じて

いることをご説明します。課題の一つは、正直に

言うと受講者があまり多くないことです。東大で

も30人弱が受講して20人弱がテストを受けると

いうくらいです。もう少し多くの人に受けてほし

いと思っています。 

それから、本当はもう少しいろいろなことを、

時間をかけてやりたい。経済学のツールなど、も

う少し詳しく紹介したいですし、実証研究につい

ても、少なくとも法と経済学は議論だけではなく

実証もしているのだということも説明したいと

思っています。東大法科大学院では、後期（冬学

期）に法と経済学を講義しているのですが、それ

に加えて今年度から、前期に、演習科目で、シャ
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ベルや Lewis Kaplow ら、ハーバード大学の教授

陣の執筆した『Analytical Methods for Lawyers』

という本の翻訳が出ましたので（神田秀樹＝草野

耕一訳『数理法務概論』有斐閣）、それを使って

授業をしています。後期の法と経済学を合せて、

事実上の通年の授業にすると、かなり学生の理解

は進むのではないかと思っています。 

 

『授業「法と経済学」の目標・内容・課題』村松

幹二 

 

授業の概要 

【田中】：私は授業の前半では，刑罰，損害賠償

の効果・影響を分析したうえで，法制度設計に関

する基礎的考え方としてのコースの定理とその

意義について論じています。また後半では，独占

禁止法や労働法，会社法などの企業関係法の解説

を行っています。詳しくは、別紙でシラバスと練

習問題を配布しました。練習問題を見ていただく

と、私が学生に何を伝えようとしているのかが分

かりやすいと思います。答えのないような問題を

多く出しているな、考えさせたいのだな、という

ことが伝わるかもしれません。そういった授業を

しています。簡単に説明させていただきます。 

私は、法と経済学の授業を慶応と駒澤で担当し

ています。慶応義塾大学法科大学院の「法と経済

学」の授業は、90 分間で 15 回、法科大学院 3 年

対象です。定員枠の 50 名以上が応募し抽選にな

りますが、途中でやめる人がいるので試験を受け

るのは 40～45 名です。法科大学院のなかで一番

多く「法と経済学」を履修しているものの一つで

はないかと思います。 

また、本務校である駒澤大学経済学部では 2～

4 年生を対象に、前期が「法と経済学」、後期は

「制度の経済学」という名前に切り替えています

が、事実上ほぼ「法と経済学」に近い内容なので、

実質的に通年で授業を持っています。こちらは毎

年 150 名程度が履修します。配布したシラバスは

慶応大学の半期授業のものですが、駒澤大学でも

ほぼ同じ項目で、ただ時間を倍かけて通年で行っ

ています。 

少し意外ですが、法科大学院でも経済学部でも

ほぼ同じシラバスが通用します。というもの、駒

澤大学の経済学部の 2 年生の場合、法科大学院生

と同程度しか経済学を学んでいませんし、入試で

数学を選択する人は少数です。駒澤大学では、さ

らに法律も制度も知らないので、その部分を教え

なくてはいけないのが、時間がかかる原因です。

駒澤の学部生と慶応の院生ではかなり違うだろ

うと思われる方もいるかもしれませんが、教える

べき内容に大きな違いはないと自身では感じて

います。 

私は、特定のテキストは使わずに配布資料を中

心に授業をしています。慶応でも駒澤でも、ミク

ロ経済学やゲーム理論のツールは使いますが、で

きるだけデータを使って法律の効果・影響を示す

ことに重点を置いています。 

法律の目的は、第一条に書いてあったりします

が、それ以外にもいろいろな効果や影響をもたら

すことを示すことで、法制度の意義、機能を理解

することを目標に授業しています。 

私もシラバスの前半では田中先生と同じく不

法行為と契約を授業しますが、損害賠償より先に

刑罰の話から入るという点が少し違います。なぜ

かというと、損害賠償は複数の人間の相互関係に

影響を与え、人間関係のなかでゲーム的な状況が

発生します。しかし刑罰は、多くの場合、犯人だ

けの行動を変える。このため、ゲーム的要素が入

らないという意味で、単純な構造をしている刑罰

について教え、後で損害賠償を教えます。 

実は、刑罰の抑止効果をモデル化した場合と、

不法行為における一方のみが注意するタイプの

事故の抑止モデルは、ともに 1 人だけにインセン

ティブを与える構造ですから、あまり差がありま

せん。そのため刑罰を先に説明し、1 人が注意す

ればいい事故、双方の注意が必要な事故という形

で授業を進めるという点では、田中先生と似た流

れになっています。 

あとは特徴として、田中先生が非常に丁寧に教



 
Law and Economics Review vol.11, No1 (November 2015)                         JLEA 
 

 - 36 -

えられている基礎や考え方の部分を簡単に数値

例だけで説明し、どちらかというと独占禁止法や

労働法、会社法などの各論に時間を割くようにし

ています。法と経済学の授業を履修しようと考え

る学生は、刑罰や損害賠償よりも企業関係の法律

を扱うことを期待する傾向がありまして、学生の

期待に応えるためにもなるべく企業関係の法律

を入れるようにしています。ただしこれは、授業

を受ける前の期待でして、授業終了後に聞いてみ

ると、刑罰や損害賠償に対する考え方が興味深か

ったと答える学生も多いです。 

授業の特徴：データの重視、手段の比較と法的安

定性 

【村松】：進め方の特徴としては、なるべく法解

釈、法の適用よりも、どういうふうに立法するの

か、法改正を行うと個人や企業の行動がどう変化

するのかという点を中心に、その際に法律や法改

正が与える影響をデータで示すことを重視して

います。法学部の学生にも経済学部の学生にも伝

えたいことは同じで、法制度が経済・社会に与え

る影響の大きさと広さです。それがどのように社

会に影響を与えているのかということを、まず学

生に学んでもらいたい。法学を学んでいる学生は、

思ったよりも広い範囲に影響を与えているのだ

なというイメージでしょうし、経済学を学んでい

る学生でもそうです。その影響をデータで多く示

せるように努力しています。 

法と経済学のシャベルのテキストでもそうで

すし、クーター・ユーレンなど著名な一般的なテ

キストはあまり多くデータが載っているとはい

えません。実際に法改正が何にどう影響を与えた

のかをデータで示したり、実際の判決の例だけで

はなく判決数、裁判外手続数など、実際どの程度、

どういうものが行われているのかをデータで示

したりする必要があると考えています。 

データの例を挙げておきました。これは、デー

タを見ただけでイメージがわくのではないかと

思うので、よくイントロで使う例です。平成 24

年交通事故の検察庁終局処理区分。要するに検察

まで行った交通事故が、その後どういう処理をさ

れたかというデータです。危険運転致死傷であれ

ば、78.9%が公判請求、道交法違反だと略式命令

請求が一番多く 60.5%です。しかし、自動車運転

過失致傷罪は 87.7%が不起訴です。これらを除く

一般の事件でも、43.8%は不起訴ですが、自動車

運転過失致傷罪のようにほとんどが不起訴にな

るものを警察や検察が税金をかけて調べること

はいいのだろうかと一瞬、疑ってもいいのではな

いでしょうか。 

 

 

では、何のために警察や検察が動いているのか

というと、事故の調査費用の国家負担と損害賠償

の遂行の保障のためではないかと考えられます。

このデータだけから、そういうふうに読み取るこ

とが可能ではないでしょうか。損害賠償がきっち

り履行されれば、その時点で不起訴にするという

ケースが多いのではないかと推測されます。 

多くの学生は、犯罪と損害賠償は、別の法律で

すから、まったく別物と考える傾向がある。しか

し両者はかなり補完的な制度である、ということ

を示すためのデータとして、これを用いています。

このように制度の意味を考える上でもデータは

使えるのではないかと思います。 

別の例になりますが、公害対策の手段としては、

損害賠償や課税が公共経済学の標準的なテキス

トに載っています。最近、排出権取引も載ってい

る。しかし、公害に関しては直接規制として、刑

罰や行政罰を科すケースも多い。こういった複数

の法的な手段をどのように比較すべきなのか。コ

ースの定理と取引費用のアプローチに基づいて、

これらの手段を比較することも、この授業ではか

なり力を入れてやっています。 

法律を手段として捉えることが法と経済学の
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一つの特徴だと思うのですが、そもそも手段とし

て捉えるという感覚があまり法学部にはないの

ではないでしょうか。手段として捉えて、手段を

比較するという、先ほどの取引費用アプローチで

もそうなのですけど、そこをどのように学生に説

明するのかということに、いろいろ苦心していま

す。 

逆に、経済学を学ぶ学生は、手段として法律を

考えることが多く、都合よく「企業関係の法律な

ど、必要であればポンポン変えればいいや」とい

う学生が多いのですが、法律の安定性や信頼性が

われわれの社会、経済取引の基盤になっているの

だということを伝えたい。あまりに、皆、法律が

きちんと機能していることを当たり前だと思い

過ぎて、所有権などの権利が守られていることが

取引の大前提なのだというような、法律の安定性

や信頼性の重要さを気づいていない学生が多い

ので、なるべく、経済学の学生に対してはこれを

伝えるようにしています。 

また、ここも田中先生と同じなのですけど、法

的手段を考える上で、誰の得か誰の損かの調整が

目的という感覚がどうも大きいことに対して、効

率性や社会厚生の最大化を立法、法律の目的とし

て考えようという点を伝えるのが、法学部に対し

ては重要かと思っています。 

裁判で行っていることは、経済学的用語でいう

と事後的再配分です。税による所得再配分という

形ではなく損害賠償や刑罰などの形で再配分が

行われている。それがどのように事前の効率性に

影響を与えているのかという視点で、法律の意味、

法律・裁判の公平性の意味を考えてもらうような

授業を経済学部では行っています。 

課題：全体像を伝える。 

【村松】：法と経済学の授業を行っていて最大の

課題は、全体像を教える時間が足りないことです。

パーツは教えられます。法律を学ぶ人に対して、

例えば独禁法の機能を分析するための独占の理

論やインセンティブ、エージェンシー理論など、

個々の手法は教えられますが、それだけでは経済

学の全体像がつかめない。経済学の都合のいい手

法を使って法律を部分的に批判することは簡単

というか、いろいろな例がすぐに出てくるのです

が、その基になっている経済学の全体像、例えば

市場の効率性と市場の失敗への対応というミク

ロ経済学の基本的な考え方を示すには時間が足

りない。 

経済学を学ぶ人に教える場合も同じです。全体

像を教える時間が足りない。個々の条文について

の経済学的な問題点は示すことができますが、法

体系全体を示すことができない。全体としての安

定性や信頼性の重要さを伝えきれず、パーツの説

明に陥ってしまいがち点が難しいと思っていま

す。 

また、これは法と経済学全体の課題だと私は思

っているのですが、経済学にはミクロ経済学とマ

クロ経済学があります。法と経済学をされている

経済学の方は、もともとミクロ経済学に興味があ

った方が多いのではないでしょうか。実際に法と

経済学でよく使われている手法は、市場分析や、

ゲーム理論やエージェンシー理論など基本的に

はミクロ経済学の手法かつ部分均衡の視点が多

く、そこには経済全体を捉えるマクロ経済学、一

般均衡の視点が不足しているように感じます。 

会社法や労働法の分析などに、特にその印象を受

けます。個々の企業や個人の動きをゲーム理論的

に説明することは、もちろん重要ですし、不可欠

ですが、市場全体のあり方、さらにはほかの市場

とのかかわりという点でマクロ的な視点が不足

しているように思います。 

ミクロ経済学はどの教科書を読んでもベース

になっているものが大体同じですので、それを使

った分析は受け入れられやすい。マクロ経済学に

は、主流派であったり反主流であったり、複数の

学派があり、時流によって変わってきますが、そ

のベースには複数の市場の関連性という視点、一

般均衡の視点があります。そういう視点をどのよ

うに法と経済学に用いればよいでしょうか。 

例として、労働に関して最低賃金の問題を考え

ます。最低賃金を引き上げると失業が増えるとい
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う議論というのは、労働市場の需給だけをミクロ

経済学で考えると妥当なように思えます。けれど

も、マクロ経済学者に聞くと、失業は何で決まる

かと言ったら、まず、第一に景気の良し悪しでし

ょう。最低賃金を上げると、景気が良くなるのか

悪くなるのか。これは自明ではないと思います。

最低賃金を上げることで、短期的には企業の賃金

コストを圧迫しますが、所得分配が変化しますし、

長期的には、労働を機械で代替しようという動き

も出ます、労働の生産性を上げる工夫をするかも

しれません、逆に海外に工場移転するかもしれま

せん。このように、労働市場以外を通じた影響も

考える必要があります。 

マクロの視点を取り入れた法と経済学を、どう

つくっていけばいいのか、どう教えればいいのか、

今後、考えていきたいと思っています。 

 

『神戸大学「エコノリーガル・スタディーズ（ELS）

プログラム」の経験と課題』 柳川隆 

 

【柳川】：ご紹介いただきました神戸大学社会科

学系教育研究府の柳川と申します。本日はこのよ

うなセッションにお声掛けいただきましてあり

がとうございます。また、神戸大学のエコノリー

ガル・スタディーズ・プログラムの経験について

お話させていただく機会を与えていただき、あり

がとうございます。 

社会科学系教育研究府、略して社系府は、神戸

大学の経済学研究科・経営学研究科・法学研究科

・国際協力研究科・経済経営研究所の五つの社系

部局が社会科学の横断的な研究・教育をしようと

いう目的の下につくられたところです。私は経済

学研究科出身なのですが、法学と経済学の連携を

やっていたこともあり、今、この仕事をやってい

ます。 

さて、エコノリーガル・スタディーズを略して

ELS と呼ばせていただきます。これは、神戸大学

の法学部生と経済学部生を対象とした法経連携

専門教育プログラムです。簡単に経緯をご紹介さ

せていただきますと、2008 年度に法経連携で法

学・経済学の研究科の教員が、科研などで共同研

究を開始しました。これが基礎になり 2010 年度

からこの教育プログラムを、文科省の特別経費を

受けて実施しました。その特別経費の期間の 4 年

間が終わると、それまで採用していた特命教員 2

名がいなくなり、自前でやらなければならなくな

りました。そこで、プログラムを簡素化し、従来、

2～4 年生の 3 年間だったものを 2～3 年生の 2 年

間に短縮しました。プログラム関係の教員が提供

する授業も 24 単位から 14 単位に圧縮して、何と

か生きているというところです。2014 年度から、

社系府のユニットにこのプログラムを位置付け

ています。実際は法学・経済学両研究科の教員が

担当しておりますが、社系府の予算を使わせてい

ただけるという点では非常にありがたいです。今

年から、また別の「アセアンプラス」という特別

経費、これは、われわれのプログラムのためだけ

のものではないですが、マレーシア国民大学等と

プログラム学生の国際ワークショップを始めま

す。これができるのも、予算があるうちだけだと

思います。 

ELS は何を目指してやろうとしたかということ

ですが、現実の社会というのは経済学だけや法学

だけで解決できる問題ばかりではないので、協力

することが必要です。しかし、現代の複雑な問題

に対して法学者と経済学者の問題関心が異なっ

たり、分析手法が異なったり、価値観あるいは評

価軸が異なっています。そこで、その法学と経済

学の思考法や分析手法の違いを理解して、どのよ

うに協力できるかを探ろうとしたのです。 

われわれは、ELS を、法学と経済学の問題関心、

思考法・分析手法、成果の共通点・相違点をとも

に理解し、暗黙の前提とされている価値判断の差

違にまで立ち戻って、二つの領域・思考を複眼的

かつ総合的に行き来することで、複雑な現代社会

を見通して問題解決に役立てようとする学問だ

と考えております。 
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図は ELS プログラムのカリキュラムです。必修

科目が 12 単位で、1 年生の後期に、法学部生は

ミクロ経済学基礎、経済学部生は民事法基礎を 2

単位取ってもらいます。それが終わって、なおか

つ経済学部生であれば法学、法学部生であれば経

済学を勉強しようという人を 2 年生の初めに募

集し、各学部生 15 名、計 30 人を定員として集め

ます。赤字がコアになる科目で、必修科目です。

上段の五つは、少人数の科目でプログラム生だけ

が履修することのできる演習科目です。法経総合

概論は広範な分野のイントロダクションとして、

プログラム関係教員によるリレー講義になって

おります。 

われわれの授業の大きな特徴は、ミクロ経済学

基礎と民事法基礎を除いて、演習科目も法経総合

概論もすべて経済学者と法学者が教壇の前に 2

人立って一緒に授業することです。ゼミも複数の

経済学者、法学者が必ず、その場所にいます。法

学部生も経済学部生ももちろん一緒です。それが

大きな特徴です。 

法経総合概論は、『エコノリーガル・スタディ

ーズのすすめ』という本を有斐閣から出版したの

ですけれど、そのいくつかの章を紹介するという

形です。年によって少し科目担当者が変わったり

していますが、応用分野を中心にいろいろなテー

マについて話します。 

法経総合概論のイントロダクションでは、法学

と経済学の対抗を説明しています。具体例として

特に 2.2 の受講契約解約清算金額請求事件、つま

り NOVA の事件を具体例として最初に話し、それ

から法学と経済学の価値の追求などという、もう

少し一般的な話をします。面白いのが、NOVA 事

件を紹介し、判決を言ったところで、最初に経済

学者の私の方から「いや、そんなに悪い話ではな

いよね」と説明をします。このプログラムの学生

は大体 60 人ぐらいです。「どちらに賛成ですか」

と聞いたら、多くの場合、「最高裁の判決はおか

しい」という方に手が挙がります。法学的な見方

を最後までお話しして、それでもう一回手を挙げ

てもらうと、今度は反対に裁判所の判決に賛成だ

という人がかなり増えます。要するに、法学部と

経済学部の視点が違うのだということを紹介す

る事例になっています。 

経済学のほうでは効率・公平と言いながらも効

率を重視していること、法学では自由・平等を重

視していたり、経済学が前提としている人間モデ

ルの合理性がないことなどの話をしています。ま

た、経済学では、理論と実証、厚生経済学、価値

判断が入っていたり入っていなかったりという

話をしたり、法学面では方法論として立法論と解

釈論があることや、当事者主義などといった話を

いろいろしています。経済学も法学もあまり知ら

ないということを前提にこういう基礎的な話を

しています。 

法経連携基礎演習は、法学および経済学の基礎

的な研究の仕方を教えています。特に計量分析に

関しては、実際に計量ソフトウェアを使って実習

までやっています。こういうことをやると、後で

簡に例を紹介しますが、法学部生でも実際に実証

研究を行います。 

法経連携演習では、論文を読んで論文の書き方

などを勉強します。経済学の文献および法学の文

献を選んで、それを輪読するということが基本的

な授業形態です。 

続いて問題解決実践研究では、グループ研究を

行います。グループごとにテーマを決めて順番に

研究報告をやって最終的に論文を書きます。最初

に上級生が書いた論文集を批判的に検討しなが

ら、自分たちが何をやるかを決めて、最後に自分
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たちのグループ研究をまとめます。そして、次の

修了研究でどのような個人研究を行うかを考え

てもらいます。 

修了研究は、個人研究で論文を書いてもらいま

す。これは、法学者 2 人、経済学者 3 人の教員が

指導します。さらに法学専攻の博士課程のＴＡが

一人ついています。これに加えて学生一人に法学

の先生と経済の先生を一人ずつ、指導教員として

付けています。毎週の授業での指導はわれわれが

行いますが、ゼミの先生など専門分野の先生にも

お願いをするという形です。 

修了研究の成果をまとめて、「修了研究論文

集」を作成します。「修了研究論文集」は、毎年

冊子にまとめて学生や関係する先生方に配って

おります。 

 

 

図に挙げたのが、今年修了した学生の論文のテ

ーマです。いろいろな分野がありまして、右端に

星印とかシャープ印がついているのは、経済学的

な手法について、数学的な理論研究や計量の実証

研究を行ったものです。もちろん法や判例の説明

は必ずやります。必ず法学的な視点と経済学的な

視点から論文を取り入れて書きなさいというこ

とを課しています。 

われわれが、少し誇っていいかなと思うのは、

この論文テーマはどれを経済学部生が書いたの

か、どれを法学部生が書いたのか、ぱっと見たと

ころではなかなか分からないというところまで

融合したかなということです。 

実は、真ん中の「ブラック企業に関する研究」

より上が経済学部生の研究でして、「著作権の保

護」から下が法学部生の書いた論文テーマです。

全て経済学、法学両方の視点が入っていますので、

それが一応このプログラムの成果かなと思って

います。いくつか簡単に紹介しますと、「地震の

リスクへの備え」というのは救済金政策と再保険

政策が同じような仕組みだから、二重給付とか私

的財産の補償という法学的な批判を検討した上

で、地震保険制度を充実させるべきというもので

す。少し飛んで「刑罰の抑止効果」は、1970 年

から 2013 年は年次データを使って、窃盗の検挙

率とか新受刑者比が、窃盗を抑止する効果がある

という分析をしたものです。「ブラック企業」と

いうのは、労働条件の良くない企業は、新卒の 3

年以内の離職率を開示していなかったり、離職率

が高かったりすることが分かり、離職率の決定要

因として、企業の設立年度や企業規模、業種等が

関係することを実証しています。「裁判官人事」

の話は、日本の裁判官のキャリアシステムは独立

性を侵しやすいが、昇進のインセンティブで生産

性を向上さ焦ることも可能です。実証研究で何を

やったかというと、無罪判決が覆されることが出

世に影響するかというと、影響しないことがわか

ります。しかし、純粋な法律問題で誤りを侵した

ら出世に悪影響が出るという結果が出ました。

「違法アップロード」というのは、AKB48 とか、

ももクロとかの Twitter を調べて、Twitter での

つぶやきに違法ダウンロードがどう影響してい

るかを検証し、違法アップロードは著作者に効用

がありうるという話をしています。「インターネ

ット上の名誉棄損」というのは理論研究ですが、

名誉棄損表現で表現者が負うべき調査水準を現

在よりも低く設定し、プロバイダに課す方がいい

というものです。しかし、他方、掲示板のように

反論の可能性が高い場所で討論に参加している

ときは、そもそも被害者に名誉棄損の条件が充足

されていないことがあるという議論をしていま

す。ザッと見てこういうのが学生の論文内容です。 
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写真の ELS プログラムの印刷物は、真ん中の下

が修了研究論文集でして、上の方は講演会とかワ

ークショップを行ったときの記録、右下が『エコ

ノリーガル・スタディーズのすすめ』です。 

左の下に『恐怖の法則』がありますが、これを

紹介しますと、昔カリキュラムが縮小する前は外

書購読が必修だったのですが、角松生史先生が学

生とサンスティーンの本を翻訳して、そのまま出

版まで行ったという本です。学生がよく頑張った

ので、出版までうまく行きました。2 年生のとき

に授業で翻訳をし、それを校正して 4 年生で卒業

する直前に何とか完成したというものです。 

あと課外活動として、研修旅行と見学会をやっ

ています。見学会では裁判所や刑務所に連れてい

きます。研修旅行としては、これまでに美祢社会

復帰促進センター（山口）、大飯原子力発電所（福

井）、真庭バイオマスタウン（岡山）に 2 度、豊

島（香川）、水俣病センター（熊本）、鞆の浦（広

島）に行きました。単に見学に行くだけではなく

て、かなり多数の文献を学生に読ませてから見学

に行き、現地でいろいろと見たり聞いたりして、

その後、その場で討論会をやっています。 

現在のプログラムの課題としては次のような

ことがあります。まず、プログラム生は先ほど各

学部 15 名ずつ計 30 名と言いました。実際、毎年

30 名ほど登録しております。経済学部では、留

学関係のプログラムや環境関係のプログラムな

ど、いくつかの特別プログラムがありますが、1

年生に入学した後、どれに関心がありますかと聞

きますと、実は一番人気が法経連携プログラムで

す。経済学部 1 年生の 270 名ぐらいのうち 100 名

を超える人が関心を持ってくれます。ただ、プロ

グラムに入るには、1 年生の終わりに経済学部生

なら民法をちゃんと勉強していないと駄目とい

うのがあります。あと入ったら結構大変だという

のがうわさで伝わって申込者が減ります。そして、

経済の学生は割と多くて、法学部生が意外と少な

い。大体大ざっぱに言うと 2 対 1 とアンバランス

になっていて、ちょっと困っています。 

修了者に関して言うと、最後まで修了研究論文

を書き切れるのが、プログラム参加者の約 3 分の

1 です。法学生は 3 分の 1 強で、経済学生は 3 分

の 1 弱で、法学部生の方がやっていけるかをよく

考えてから来るようです。経済学部生は取りあえ

ずやってみて駄目だったらあきらめるという感

じがします。経済学部がプログラムを修了できな

い大きな理由は選択科目です。経済学部生は法学

部の科目を 8 単位以上取らなければなりません。

私は産業組織論を教えているのですけど、法学部

できちんと独占禁止法を勉強してきなさいと言

います。労働経済学をやっている人だったら労働

法を、環境経済学だったら環境法をとか、そうい

うふうに法学部の科目を取ってきなさいと言い

ます。それが結構大変で、民法をちょっと勉強し

たくらいでいきなり専門科目の単位を取れるか

というとなかなか取れません。苦労して論文まで

書けているのだけども、専門科目の単位を取れず

に修了できないという人もいます。 

次に、人的資源の問題があります。とにかく特

命教員がいなくなって、既存の教員が何とかやっ

ていかなくてはいけません。それが結構大変です。 

それから、先ほど社会科学系教育研究府と言い

ましたが、私たちは法学と経済学だけでなく、政

治学とか経営学とか会計学とかもっと他の分野

といろいろやっていきたいと思って、そういう努

力をやっているのですが、なかなか進んでいませ

ん。法学研究科と経済学研究科だけで一緒にやる

だけでもかなりのエネルギーを使いましたが、こ

こでまた経営学とか会計学とかの専門の違う研

究科の人と一緒にやるのは、またすごく苦労する
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だろうなと思っています。しかし、そうした方が

いいだろうという志はあります。 

神戸大学は、今は社会科学の連携を超えて、文

理融合を進めようとしています。文部科学省から、

人文社会科系は統合せよ、整理しろという話があ

りますが、先日、文科省の役人からも、「神戸大

学の経済学と経営学は理系化してはどうか」と言

われたり、結構厳しいです。私も先週、文科省に

社会科学系教育研究府として文理融合を掲げて

概算要求の説明に行ったところです。そうすると、

ELS というのは、文理融合まで行ったら、使命を

果たしたとして解消になるのかどうかというこ

とが、人的資源の方から危機感があります。私個

人としてはこの法経連携を、法学研究科と一緒に

なって、もっともっと深くやっていきたいのです

けれども、世の中がそれを許さない状況になりつ

つあって、苦しんでいるところです。 

細かいところで他にもいろいろと苦労はあり

ますが、取りあえず大きな課題を挙げました。そ

れではこれで私の話を終わらせていただきます。 

 

【村松】：柳川先生どうもありがとうございまし

た。まずパネリストの先生、他のパネリストのご

報告について何か質問等ありますでしょうか。 

 

パネリスト間の質疑応答 

 

【田中】：村松先生に。まず初めに受講生が多く

てうらやましいなと思いました。また、お話を聞

いて、気付いたことを補足させていただきますと、

私は、刑罰については時間をかけてやる機会がな

いのですが、不法行為法、ないし損害賠償制度一

般の限界というところで触れるようにしていま

す。損害賠償制度はいろいろ限界があると思いま

すが、やはり最大の問題は、加害者が無資力だと

機能しない点です。 

 刑事罰が対象とする行為の多く（または､そう

いう行為を犯す加害者の多く）は、加害者に対し

て被害者の損害を賠償しろと言っても、それだけ

の資力がまず期待できないケースであって、そう

すると損害賠償では抑止ができない。刑罰、その

中でも特に懲役刑などの身体刑は、加害者を肉体

系に苦しめることによって抑止するということ

で、損害賠償では抑止できないときにそうするし

かない、というような形で刑罰を説明しています。 

それと、全体として非常に時間の中でたくさんの

テーマを扱われていると感じたのですが、例えば

会社法とか労働法は 1 時間でやられるのですか。

資料も使うにしてもどういうことをやるのか、結

構大変なんじゃないかなと思います。例えば会社

法ですと、どういったことをされているか、お伺

いしたいと思います。 

【村松】：シラバスどおりにはなかなか進まず、

会社法も労働法も授業 2～3 回分くらいかけて説

明しています。うち 1 回は討論です。それでも、

時間の節約もありますが、法体系の全体像を示す

ということは全く行っていません。会社法ですと、

基本的には経済学で考えるコーポレート・ガバナ

ンス、資金調達の手段について、間接金融（銀行

貸付）ではモラルハザードや逆選択が発生し、銀

行による貸し渋りや貸しはがし、追い貸しなどが

生じる。一方、株式による直接金融では株主と経

営者の関係においてエージェンシー・コストがか

かるという構造だけを、法律は一切触れずに説明

をする。それを前提にして、では、買収や買収防

衛策にはどういう意義があるんでしょうね、とい

うのを問いかけだけで、それに対する法制度を考

えます。すなわち、経済学の視点を使って法学部

・法科大学院で討論してもらうというタイプの授

業を行っています。 

 労働法については、何ら法学的解説や経済学的

分析をするわけでもなく、現在の労働と賃金体系

に関するデータをできるだけ多く示したあと、例

えば、限定正社員を導入したらどういう影響があ

るでしょうね、ということを議論させるだけで、

実は法の経済分析にもなってないんですよ。経済

データを見せた上で法学部に議論させるという

授業になっている傾向が強いかと思います。 

【田中】：いろいろと先生方の方法論を教えてい

ただいて勉強させていただきたいと思います。 
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 柳川先生の ELS プログラムについては大変感

銘を受けました。本当に有意義なことをなさって

いるなと感じております。例えば東京大学では、

法と経済学という名前の付く、あるいは実質的に

その内容を扱っている科目は、学部でも法科大学

院でも結構あるし、さらに演習とか、法社会学と

か、別の授業の中で実際には法と経済学をやって

いるのを含めるとかなりの数になります。ただ、

皆バラバラにやっている印象があります。そこを

有機的に統合させただけでも、かなりの成果が見

込めると思っていまして、今回本当に有益な情報

を教えていただいたので、持ち帰って検討させて

いただきたいと思います。 

 それで、ぜひ授業のやり方をお聞きしたいです

けれども、先生 2 人いるんですよね。どうなるん

ですかね。何か先生方の間で議論するのか、ある

いは事前にどの程度調整されているのかとか、そ

の辺のところをお聞きしたいと思います。 

【柳川】：お褒めのお言葉をいただいてありがと

うございます。二人、前に立つという話ですが、

関西の大学ですので、ほとんど漫才みたいなもの

でして……。何回かやっていますので、だんだん

ボケとツッコミがちゃんとペアになるように自

然になっております。最初は結構緊張関係の中で

話をしていましたが、出たとこ勝負で、いろいろ

な話について経済的な説明をして、法律的な説明

をして、互いの先生の意見を聞く、学生の前でや

るということがすごく大事だと思います。 

 例えば、学生は、経済の先生の話だけ聞いてい

たら、「あ、それはそうだな」と。で、法律の先

生の話を聞いたら、「それはそうだな」と思うわ

けです。ところが、先生が二人で、前で議論をし

ていると、法律的な見方はそうなんだ、経済的な

見方はそうなんだということが分かってもらえ

るというのが、さっきも言った複眼思考という上

ではすごく有効だなと思います。別に細かいとこ

ろの打ち合わせをしているわけではないのです

が、最初に誰かがしゃべって、次に別の人がしゃ

べってという、そんなところです。 

演習形式の授業では、もう単純に二人が、いろ

いろ法的な視点、経済的な視点からコメントして

います。ただ、全然違うコメントが来るのだから

面白いし、実は先生にとってもすごく勉強になる

機会でして、私も本当にいろいろなことに関心を

持てるようになりました。 

【村松】：私も『エコノリーガル・スタディーズ

のすすめ』は参考文献に入れさせてもらいまして、

実は、労働法でも、会社法でも『エコノリーガル

・スタディーズのすすめ』の関係する章を読んで

くることを前提にして、授業の最初に私が会社法

関係や労働関係のデータを追加した上で学生に

議論をさせるという仕組みで慶応大学の法科大

学院では授業しています。 

 駒澤大学では議論までは行っていませんし、テ

キストも解説しますが、法学と経済学のそれぞれ

の視点から論点を挙げてもらっている本なので、

事例や判例だけでなく、是非もう少しデータを付

け加えていただけたらと思います。データや実証

分析結果を付け加えるとそれだけで議論の素材

になるものを多く含んでいるテキストだと思い

ます。 

 また、教えていただきたいのですが、法経連携

基礎演習の法律、判例の調べ方、掲載文献の探し

方が、ホームページなどに載っていれば、これは

学生に伝えるのに非常に便利な情報です。本当は

法と経済学会のホームページに載せたい内容だ

と思います。 

【柳川】：すみません。ホームページに載せてお

りませんが、確かにこういうのがあればいいです

よね。でも、法学文献を調べる本もありますし、

リサーチの本もありますし、他で探せばあるかと

思います。ただ、ちょっと本の後ろに、法令判例

の調べ方ということについては、数ページにわた

ってまとめております。本の宣伝になってしまい

ますけど、ご参考にしていただけるかもしれませ

ん。 

 私は、非常に具体的な法と経済学の教え方を教

えていただいて参考になりました。神戸大学は実

は法と経済学のコアを教える先生がいなくて、周

辺分野の人ばかりでこういうのをやっています。
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さっきの特命の先生というのは、ここの学会の宮

澤信二郎さんに来てもらっていたのですけど、彼

がいなくなってから法と経済学の先生がいない

という状況です。彼に本の中で書いてもらったの

が不法行為法なので、彼がいなくなったからその

部分の担当者がいません。古谷貴之さんも特命教

員でしたが、いまは京都産業大学の民法学者です

ので、非常勤として来てもらえるのですが、宮澤

さんは東京なので、簡単に来てもらえないことも

あって、不法行為が抜けていることを反省してい

ます。これは何とかしなくてはいけないなと思い

ました。 

 これは質問ですが、法科大学院の学生だったら、

例えば、法とはどんなものかというのを自分でイ

メージを持っていて、そういう人に経済学的な思

考を伝えたときの反応はどうなのかなというの

と、反対に経済学部生は法もあまり知らないみた

いなので、反応はどんなものなのかというのが、

お聞きできればいいのですが。 

【田中】：私の場合、講義科目ということは、一

応双方向的授業ですから、質問に答えてもらうと

いう形になっているわけですが、率直にどういう

ふうに感じているかを知るのは最後のアンケー

ト調査です。経済学的な見方を頭から拒絶すると

いうのはほぼ皆無で、大概はポジティブな反応で

す。ただ、これは選択バイアスが入っていますか

ら、最初から経済学がある程度好きな人が授業を

とっている。何しろ東大法科大学院は一学年二百

数十人いるのに、その中でも 20 人ぐらいしか試

験を受けに来ないですので、はっきりバイアスが

かかっているかもしれません。とはいえ、少なく

とも受講者の中では、拒絶反応みたいなことはま

ず起こらないです。 

これは一つには、法律学の側に、法律学の見方

はこうだという明確な考え方があるわけではな

いということも要因としてあるかなと思ってい

ます。私なんかでも、法律でもたとえば分野が違

うとどういう考えをしているのかよく分からな

いんですね。もちろん、経済学でも分野によって

いろいろ考えの違いがあると思いますけれども、

それと対比しても､法律学の方がお互いに何をや

っているのか分かりにくいという面が強いと思

います。それを反映して、法律学を学ぶ学生にと

っても、法律学の考え方自体がどんなものかにつ

いて、かなり戸惑いを持っている学生の方が多分

多い。法律学のほうに確固たる考え方があって、

経済学を聞くとまるで違ったものだという意識

を持つことは逆にあまりないといいますか、そう

いう点でそれほど抵抗感がないのではないかな

という気はしています。 

【村松】：私が経済学部で教えている場合、法律

をほとんど知らない学生ですし、私から習う内容

が法律なので、特に法学に関してのイメージが全

くないまま、法律ってそういうふうに役に立って

いるんだなという、それだけを伝えて、法学につ

いてはほとんど学んでいないというのが実情で

す。ただ、駒澤大学ですと、法律というのは公務

員試験や資格試験のために暗記しなくてはいけ

ないものというイメージが強い中で、こういう意

味があるんだな、こういうふうに役に立っている

んだなという印象ができるのは、経済学部での法

律入門、法と経済学の役割として必要かと思って

います。 

 慶応の法科大学院で授業をしていますと、半年

授業を聞いた後で、学生から「どのあたりが経済

的思考なんですか」と聞かれてしまいます。効率

性の観点から見るとどうなのか、効率性と公平性

をどういうふうに分けて考えるかだとか、基本的

視点や手法はもちろん教えますけど、それらが特

に法学と違った視点であるは、あまり感じないよ

うですね。どこまでが経済学的なんだろうかと。

「法律を変えたときのメリット・デメリットの範

囲を法学より広く捉えているなという印象を受

けたんですが、それのどこが経済学なんですか」

と、あとで聞かれるような状態です。 

 

【村松】：次にフロアの皆さまからいろいろなご

意見をいただきたいと思っています。それぞれご

自分のご所属、お名前と、どのパネリストに質問

をしたいかを言って質問していただければと思
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います。 

前提知識と授業の位置づけ 

【松村】：貴重な話をありがとうございました。

徳島文理大学の総合政策学部で政策学を担当し

ております松村と申します。 

 先生方 3 人に共通した質問を二つさせてくだ

さい。学部生を相手にする場合と大学院生を相手

にする場合で、授業や演習や方法論にやっぱり違

った点があるとすれば、それはどこにあるのでし

ょうか。すなわち経済学部、法学部生の 2 年生に、

まだまだ専門性が遠い状態で法と経済学を教え

るのと、ロースクールや、大学院で一応一通り法

学なり経済学を学んだ学生に対してアプローチ

をするのと、やっぱり異ならせる必要があるのか、

あるいは同じでいいのかという質問が一つ。 

 それから、二つ目は、今お役所からうるさく、

カリキュラムポリシーだの、ディプロマポリシー

だの、アドミッションポリシーなどと言われてい

ます。それぞれのお仕事をされている単位でカリ

キュラムポリシーというのを意識されてお仕事

をされていると思うのですが、その中に法と経済

学をどう位置付けたらいいでしょうか。具体的に

は、例えばひょっとしたら法と経済学をやってい

る内容は公共経済学と分担してもいいかもしれ

ないし、民法の不法行為法の中に入れ込んでもい

い話かもしれない。それぞれ学部や教育単位でカ

リキュラムポリシーがあると思うんですが、その

中にどう位置付けて教育されているかというこ

とを三人の先生方にお教えいただければと思い

ます。 

【田中】：ありがとうございます。私は、現在東

大の法科大学院のみを担当していますが、過去に

は、自分が勤務していた私大の法学部の学生にも

教えていました。やはり意識するのは受講生の予

備知識の程度でして、東大の法科大学院ですと、

大部分は 3 年次生ですから、民法、契約の不法行

為法については当然知っているという前提です。

ですので、有名な判例を聞けば、ああ、あれだな

という感じで分かるので、それを経済的な視点か

ら見るとどうかというような形で授業ができま

す。 

 これが学部ですと、3 年次とか 4 年次であって

も、前提にできる知識があるかというと、そうで

もない。司法試験を目指す学生とそうでない学生

でかなり学力に差があり、やはり法律の基本的な

ところから教えますので、かなり法科大学院の授

業とは違うのではないかと思います。ただそれは、

学部と大学院だけではなくて、どの大学であるか

にも依存していると思います。東大の学部だと、

下手するとロースクールより高度なことをやっ

ていたりすることもあります。司法試験のことを

全然気にしなくていいので、いくらでも教授がデ

ィマンディングなことをやって、そういう高度な

ことをすると、逆に学生のプライドを刺激してど

んどんついてくるというのがあるので、それがで

きることが理想だと思っています。学生が普段経

験するレベルよりもちょっと高めに投げて飛び

付いてくるようにするのが理想ではないかと思

います。 

 それから、すみません。カリキュラムポリシー

はまだ私は若造ですので、あまりよく分かってお

りません。 

【柳川】：私は学部しかやっていないですけど、

大学院をやっていない理由の一つは、ロースクー

ルの先生方が皆さん忙しいことです。学生さんも

特にロースクールの学生は司法試験準備が忙し

いので、こんなプログラムは大変だということに

なるでしょう。基本的には研究者志望の人ならや

ってくれるだろうと思うのですが、そういう人は

ロースクールが始まってから激減しているとい

う状況もあって、需要があまりないだろうという

ことです。 

 法学研究科の先生方も、今の田中先生のお話と

も共通するのですが、学部の方がもっと先端的な

ことがやれるということがあって、学部の方で力

を入れているというところです。だから、大学院

ではなく、むしろ学部でやっております。 

 カリキュラムに関しては神戸大学では、特別プ

ログラムというのを幾つか設けています。経済学
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部に入ってから何でもいいから取りあえず単位

を取って卒業するのではなくて、何か自分の関心

のあるところにちょっと重点的に力を入れて勉

強しなさいというプログラムが幾つかあって、そ

の中の一つという位置付けをしています。その割

にはあまり人的資源を割いてくれないので、とに

かくカリキュラムをスリム化することにすごく

エネルギーをかけています。だから、この授業で

どういうことをやるかという、科目間の関連性、

いかに無駄を省いて効率的にやるかという、その

あたりはみんなで議論してやってきたので、それ

は PDCA サイクルの一つです。これは重点目標と

して入っていますので、そういう意味で大学のポ

リシーに添った形でやっているということは言

えると思います。 

【村松】：私は、経済学部生も法科大学院生も教

えているのですが、実は、理論的に説明する部分、

経済学の手法、考え方などは、ほとんど同じ内容

を教えます。では、法科大学院と経済学部で何が

違うかというと、法科大学院は法・制度の前提知

識があり、理解が速いので解説を短く済ませた上

で、判例とか事例を実際扱ってグループで議論し

てもらいます。その時間が取れるのが大学院であ

って、最初の制度と理論を説明しているだけで終

わってしまうのが学部ですが、教える項目自体は

ほとんど同じです。法科大学院は、実際に自分な

らどう対応するかというような質問をどんどん

投げかけて、自分の考え方に法と経済学の思考を

取り込む実践ができるところだと思っています。 

 カリキュラムポリシーについては、駒澤大学の

中では法と経済学という授業は経済学部現代応

用経済学科のビジネスエコノミーコースの中に

位置付けられています。このコースは企業関係の

分析をするのに、経済学、経営学両方の知見を取

り入れようというコースで、例えば産業組織論、

契約理論などの経済科目と経営戦略、経営管理な

どの経営科目を履修します。その経済科目の中に

位置付けられておりまして、そのため必ず後半で

独禁法・労働法・会社法を入れることで、企業関

連の法と経済学です、ということをアピールする

仕組みにしております。 

【松村】：どうもありがとうございます。 

【村松】：ほか、どなたかご質問ありますか。 

学生が「法と経済学」に求めるもの 

【久保】：大阪大学の久保大作と申します。今日

はいろいろと示唆に富んだお教えをいただきあ

りがとうございました。私自身は法と経済学とい

う講義は持っておりませんで、面白そうだなと思

いつつ回りからながめているというシチュエー

ションです。 

 お話の中でもかなり示唆は出てきていると思

いますが、授業をどうやって教えるかということ

の裏にある、学生が一体何を求めて法と経済学の

授業を聞きにくるのかについて伺いたいと思い

ます。 

 法学部では将来公務員とか政策担当者になる

ために、法律、政策をどう分析をしたらいいのか

という視野を求めて聞きに来るという人が多い

のかなと思います。法科大学院で法と経済学を教

えるときに直接解釈に効くのかというと、効くか

もしれないけども効かないかもしれない。 

 では、法と経済学が司法試験に直結するのかと

いったら、法と経済学を司法試験科目にしようと

おっしゃっている方もいらっしゃるとは聞いて

いますけども、恐らく直接には効かない。受験勉

強としては直接には効かないというときに、もち

ろん単位を取りたいからというのと、あるいは田

中先生のご令名を慕ってというところもあるの

かもしれませんが、学生がどういうところを狙っ

て、法と経済学という科目を聞き来ているのだろ

うか。そこを意識されているのか。まず、学生が

どういう狙いを持って受講しに来ているのか、と

それに対して対応なさっているのか。対応なさっ

ているとすると、どういうところを主に補ってお

られるのかというところについてお聞かせ願い

たいと思います。 

【田中】：ありがとうございます。法科大学院で

は、やはり日本の司法試験が依然として非常に難

しい試験であることから、司法試験科目以外には
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そんなにエネルギーは割けないという厳然たる

事実はあるとは思います。他方で、講生の中にも

即物的に司法試験に役に立つという以上のこと

を求めている人もいると思います。やはり法曹に

なってからの競争も非常に厳しいことも院生は

認識していますので、将来、法曹実務家として、

何か他と差別化を図ってやっていこうとすると

きに、直接司法試験に役立つ知識だけじゃないも

のを身に付けたいと思っている人は、少なからず

いると思います。東大の法科大学院では、私がや

っていることよりもはるかに司法試験と関係な

いことをやっている先生もいます。司法試験に出

ない国際条約とかを英語で一生懸命読むとか、そ

ういうのもあるわけで、それでも､何人かの院生

は授業に出てくる。それはやっぱり、司法試験に

受かったらそれで法曹としてのトレーニングが

終わりではないんだということが分かっている

からです。 

 他方で、そうではありながら、やはり法と経済

学を講じるうえで、経済分析が具体的な法の解釈

論なり立法論に直結する科目の方が、そうでない

分野よりも学生にとってとっつきやすい可能性

もあります。そういうことで言えば、私ももっと

会社法をやる時間を増やした方がいいのかなと

思うこともあるんですね。それにもかかわらず、

私がそれをあえてやっていないのは、一つは、東

大ロースクールの場合は会社法への経済分析の

応用というのは会社法科目である程度やられる

ことが期待できる。したがって、法と経済学では

いわばコアの分野、つまり、契約、不法行為、所

有権、それから効率性概念とかそういったところ

をやった方がいいのではないかという考え方で

す。 

もう一つ、私自身は、法と経済学は結構地味な

部分があると思っています。地道に、こういう前

提の下ではどうなのかを粘り強く考えるのが法

と経済学という学問分野の真骨頂だと思ってい

まして、華々しく立法論とか解釈論に直結すると

いうところではないところにバックグラウンが

あるんだよ、というところをぜひ伝えたい。実際

のところそのやり方でちょっと受講生が減って

いるのではないかと思います。会社法を 4 回ぐら

いやった方が受講者が増えるのではないかなと

思うのですけれども、今のところはそういう形で

やっています。 

【柳川】：学生が何を求めているかということの

話をしますと、法学部に入った学生、経済学部に

入った学生も、絶対私は法学部、絶対私は経済学

部という学生もいれば、法学部か経済学部のどっ

ちにしようかと迷っていたという学生がいて、法

学部に入ってみたけど、経済学に入ってみたけど

満足しない学生がいます。そういう学生にとって

は、このプログラムは非常に面白いプログラムに

なっていて、そういう学生の救いにはなっていま

す。そういう一部のニーズは確実にあります。 

 われわれは、プログラムの説明会などでは、

「会社に入ったら役立つよ」とかやっぱり言わな

いと学生に PR できません。これは会社の人事の

人から言われたことですが、会社で法学部生を採

ると、やはり事後的な思考が非常に強く、経済学

部の学生たちは事前的思考が強い。これはやはり

習った学問の特性を反映しているので、いろいろ

な日常業務をやるうえで、両方の視点を持ってい

るのはすごく会社にとっては大事なのです、と言

われて、ああそうかと思って、学生に PR してい

ました。 

 それから、「大学の学問とは」と少し偉そうな

ことを学生たちに言うときには、やはり経済学の

先生、法学の先生が前に立って、両者の意見が違

うというのは結構面白いみたいです。普通、大学

へ入ってきても講義を受けて勉強していると、な

かなかそういう「学問とは」というのは、必ずし

も分からないので、先生の意見が違うことがすご

く面白い。いろいろなものの見方があるんだ、と

いうことが面白いと言われますが、私たちはそう

いう複眼思考が大事なのだということを強調し

ています。 

 特に面白い、本当に面白いのですけど、1 年生

が 1 年間勉強しただけでも法学部の学生はアイ

デアも法的思考で、経済学部生は経済学的思考に



 
Law and Economics Review vol.11, No1 (November 2015)                         JLEA 
 

 - 48 -

慣れているのですね。これが一緒に授業をやった

ときに、よく出てきます。だから、そういうふう

になっているのを、またちょっと違う思考法があ

るよ、ということを教えると学生が面白いと思っ

てくれます。 

 それから、司法試験に関しては、法と経済学は

たぶん司法試験の論文試験の科目にはならない

でしょうけど、私はやはり思考法としてすごく大

事だから試験科目じゃなくても、どこかの段階で

学ぶのに適している科目だと思います。 

【村松】：私はどちらでも授業を担当しています

ので、まず法科大学院の方ですが、法科大学院の

学生ではたとえば、将来できれば企業の顧問弁護

士などになりたい。そのために必要かなと期待し

て履修するのが一番多いと思います。あまりに期

待に沿わない授業かなという気はしますが、そう

いった中で前半の基礎理論や思考法は短めに、不

法行為や契約、所有権の事例を使って、体系を教

えるより、事例で体感してもらいます。後半は、

シラバスには独禁法、会社法、労働法と挙げてい

るんですけど、時間がないなと思ったら、このう

ち二つしかやりません。後半に入る前に、企業関

係でどの法律をやりたいですか、と受講生に聞き

ます。すると、労働法と会社法が人気があって、

独禁法関係の弁護士になれる気はあまりしない

から独禁法はいい、と言われたりします。そうい

うニーズにすり寄ろうとしているところが受講

生の多さの原因かもしれません。 

経済学部の学生にとって法と経済学というの

は、経済の理論が、ある意味、現実を説明したり、

現実の問題を考える時に役に立つということを

身近に感じられる数少ない例なのかもしれませ

ん。経済学部の学生にとって、産業組織論を学ん

でも、自分はまだ働いていないのでそれほど身近

ではない。それよりも、法律問題をこういうふう

に考えることができるという方が、実は経済学の

一番身近な応用の一つという側面はあると感じ

ています。 

 

 

カリキュラムでの位置づけ 

【久保】：ありがとうございました。私がなぜこ

んな質問をしたのかというと、他の大学でもいろ

いろご苦労されているだろうと思いますけれど

も、弊学でもご多分に漏れず、カリキュラム改革

とか、いろいろとプレッシャーがかかっていると

きに、『役に立つ』思考というのが学生の側から

強くて、あるいはむしろ本部の側から役に立つ授

業をしろというプレッシャーをものすごく受け

ております。そういった中でこういう基礎的とい

うか、例えばロースクール入試に直結しますよと

か、あるいは就職に効きますよとか、そういうも

のではない、視野を広げるような科目をどうやっ

て位置づけるのかにすごく苦労しています。私自

身が教えられないにもかかわらず、こういうもの

はもっと必要だろうと思っています。そういった

ものをどういうふうにカリキュラムの中で位置

付けていくのか。むしろ、実際の授業で何をやる

のかというよりも、授業全体、カリキュラム全体

の中でどう位置付けていくのかということを説

明しないと、そもそも授業をやるところまで持っ

ていけない。科目を 40％減らせなんて言われて

いる中で、どう位置付けていくのか悩んでいると

いうところでありますので、こういう質問をさせ

ていただきました。どうもありがとうございまし

た。 

【田中】：法律学に限って言いますと、法律それ

自体はある意味で対象にすぎませんで、その対象

にどういうアプローチしていくかが問われてい

るわけですね。だからこそ、法律学とは何かと言

われてもよく分からない部分があるわけです。法

律学という学問の、今言ったような性格上、常に

他の社会科学との関係は避けて通れないのだと

いうことを言うのが大事かなと思います。他方、

経済学にとっては、法律を知ることで、初めて実

態社会と経済学との関係が分かるというところ

があるかと思います。 

 私はまだ青二才なので、「上」との関係という

か、文科省の関係とかは分からないのですけれど
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も、正攻法で正論を述べるのがいいのではないか

と思います。なかなかちょっと文理融合とかも、

言葉はいいのだけれども、実際には文系の価値が

本当に分かった上で文理融合と言っているのか

なとか、そういう議論が世間で行われている中で、

自分たちの主張がどこまで伝わるか分からない

けれども、こちらの正論を述べる、信じているこ

とを述べるということが大事なのではないかと

思います。 

【柳川】：そうですね。私たちのプログラムでは

外部評価をやっており、当初から弁護士の岩橋健

定先生に貴重なコメントをいろいろ頂いている

のですが、岩橋先生は学生向けの講演会で、「社

会に入って役に立つのは、民法とか、ミクロとか、

簿記とか、中国語だ」と言われました。そのうち

の二つをわれわれのプログラムは抱えています

から、それがすごく役に立つ学問だという話をし

ます。役に立つかどうか、という質問が出るとい

うことは、これは役に立たないだろうという話か

なと思います。そうではなくて、すごく役に立つ

ということをアピールしていくことが大事だと

思います。そのためのロジックをいろいろ考えて

います。 

私たちのプログラムは特定の教員がおらず、外

部資金を求めていかなければいけないので、そう

すると、うそは言いませんが、やや誇張的に言う

ことはあります。その中でいろいろと存在意義と

か、社会的な意義を考える機会が多くあり、反省

する機会や外部評価を受けることもあります。そ

して、過去を振り返りつつプログラムをやってい

るなかで、いかに存在意義があるかを訴えていく

ことが大事です。 

【村松】：法学の方から見ると、法と経済学とい

うのは考え方の問題であって、そういう考え方を

身に付ける、教養の一つとして必要だという認識

が強いと思いますが、経済学部の学生から見ると、

一つの応用という側面が強いですし、「将来、会

社に入ったら、法学部出身者と経済学部出身者が

一緒に仕事をしなければいけないのだから、その

思考回路は知っておこうよ」と言うと、キャリア

デザインの一環に位置付けもいいぐらいに宣伝

ができるので、経済学の必須科目だ、キャリアデ

ザイン的に必要だということも可能かと思って

います。 

政策について学ぶための「法と経済学」 

【島田】：僕は東北大学の公共政策大学院の島田

です。今日は本当に貴重なお話を聞かせていただ

きまして、ありがとうございました。 

私は 2010 年 8 月から東北大学の公共政策大学

院におります。その前に東京大学で客員教授をや

っておりまして、そのとき、法律政治学研究科の

中で、法科大学院と総合法整備の研究大学院、さ

らに公共政策大学院合併で環境政策の法と経済

学というのを 2 年間やってまいりました。 

そのときに感じたのは、やはり経済系と法学系

は確かに考え方が違うのですけれども、それがう

まくコラボレーションすることによって、非常に

面白いディスカッションができたなという感じ

がしました。法科大学院の学生も随分多かったの

ですが、やはりゆとりのある人、能力の高い人が

私のゼミのところに受講に来てくれたと思いま

して、今、ほぼ全員、司法試験に合格して、なぜ

かみんな、弁護士になっております。 

東北大学の公共政策大学院でも、引き続き、都

市環境の法と経済学による政策立案を教えてお

ります。今までの東京大学を含めて、役所に行っ

た学生も多かったですが、必ずしも環境省に行っ

たというわけではなくて、1人ぐらいしかいない。

あとは経産省とか、金融庁とか、国土交通省とか、

そういったところに分散している。 

ですから、私のところに来たのは、環境法で受

験したい法科大学院生が若干いたとしても、むし

ろそちらは例外で、要するに物事の考え方、特に

公共政策大学院の学生は大体、公務員を目指して

いる方が多いものですから、政策立案の考え方を

学びたくて来てくれたのではないかと思ってい

ます。ぜひそういう方向でやはり今後とも法と経

済学をしっかりと位置づけていくということが

大事なのではないかと考えている次第です。 
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【村松】：島田先生、ありがとうございます。他、

ご質問等はよろしいでしょうか。議論も尽きない

ところではありますが、少し時間も過ぎましたの

で、本日の特別セッションを終わりたいと思いま

す。今後とも、法と経済学をより良いものにして

いくため、研究だけでなく、教え方や位置づけに

ついても話し合える機会があればと思います。パ

ネリストの皆さま、参加者の皆さま、ありがとう

ございました（拍手）。 
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